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政党組織をめぐる理念と現実
55年体制初期の社会党と組織問題一-(1) 
森本哲郎
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強調と「大衆組織政党論」の展開 （以上，本号）
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I 「近代的大衆組織政党」理念と社会主義（社会民主主義）政党
政党組織をめぐる理念について，筆者はかつて次のように論じた。「1950年代には，
「大衆組織政党」理念の優位性（大衆組織政党へ発展する歴史的傾向があり，またそれ
が民主政治にとって望ましい）という信念は世界中に広く浸透していった。日本も例外
ではなく，それどころか1970年-80年代になっても，アカデミズムと政治ジャーナリズ
ムの世界でこの信念は健在であり，……要するに，「日本の政党の様々な問題点の根は，
大衆政党としての組織化の欠落にある」というわけである。／重要なのは，このような
発想，すなわち「大衆組織政党」理念が単に言論の世界にとどまらず，実際政治の世界
【凡例］ ① 以下，原則として引用文中の漢数字は算用数字に，漢字の旧字体は文献
資料の表題を除き新字体に改めた。② 引用文中の……は引用者による省略を示す。
また［ ］は引用者による補足を示す。③ 各注記であげる出典の書誌的事項は巻
末の資料・文献一覧を参照されたい。
【基本資料について】 本稿が依拠した主要資料は，① 社会党による刊行物（党史，
資料集），② 社会党および関係団体の機関紙・誌，③ 当事者• 関係者の公刊され
た回顧録・手記，④ 同時代の観察者・関係者による刊行物，⑤ 当時の一般紙（主
に『朝日新聞j)・雑誌，である。また本稿で扱った主題に係わる先行研究について
は，関連個所で逐次言及する。
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で無視できない影響力をもっていたことである。「理念」とは無縁で「利権」のみ，と
あまりにしばしば戯画的に描かれる日本の保守政党（自由民主党）においてもそうな
のであった。／自由民主党史上現れては消え，消えては現れる「派閥解消運動」も，こ
の「大衆組織政党こそ，達成されるべき近代政党のあるべき姿」という意識（大衆組織
政党理念）を抜きに考えることはできない」，と°。
それでは，自由民主党とともに「55年体制」の主役を演じてきたH本社会党（以下，
社会党と表記）の場合はどうであったのか。社会党においても，やはり「近代的大衆組
織政党理念」（以下，「大衆組織政党理念」とも表記）が大きな影響力をもったのであろ
うか。
実態について言えば， しばしば指摘されるように，自民党と同様，教科書的な意味で
の「大衆組織政党」は実現しなかった。再統一後25年経過した1980年頃の大都市部にお
ける党組織について地方組織幹部が率直に語る実態がこれをよく示している2)。いわく
「おそらくは，支部会議すら満足に開いていないところが多い，これがかなりの総支部
の実態であろう 。……実質的に開店休業の総支部は十指以上にのぼり……。現実は深刻
で前途は大変にけわしい」（東京都）。あるいはまた「看板かけてるだけで倒産してるよ
うなもんです」（京都府）。
それでは，このような結果をもたらした要因は何だったのか。このような結果と組織
理念はどのように係わっているのだろうか。自民党の場合は，「大衆組織政党」理念そ
のものは全党的に受け入れられていたが，様々な要因との相互作用の中で，結果として，
教科書風の「大衆組織政党」は実現しなかった。では，社会党の場合もそうだったのか。
言い換えれば，社会党では，そもそもここで言う「大衆組織政党」理念は全党的に受け
入れられたのだろうか。ある程度受け入れられたとして，それでは，それが結局実現さ
れなかった要因は何だろうか。また，自民党の場合，「大衆組織政党」理念の現実化に
先立って，実態として「個人後援会連合」という形で膨大な支持者を組織し得た「大衆
政党」になったように，社会党において，現実の要請から「支持者の大量の組織化」が
自生的に生ずる余地はなかったのだろうか。
1) 森本哲郎「政党論と日本の政党ーー自由民主党と組織問題」森本編著『システム
と変動の政治学』，4-6頁。以下，自民党についての言及は同論文参照。
2) 共同討議（まとめ• 藤田十四三）「大都市部における党建設（東京）」， 43頁，共
同討議（まとめ・牧内正哉）「大都市部における党建設（関西）」， 46頁，『月刊社会
党』 1980年10月。
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本稿は，これらの問いに対する答えを模索する研究の端緒として， 1955年の再統一直
前から1960年までの55年体制初期について社会党における組織理念と実態（本稿では主
に前者）について描写する。重点は事実関係の整理にあり，標記の問いに対する全面的
な解答の提示を試みるものではない。本稿では，この時期の社会党において，「大衆組
織政党」理念の全面的受け入れが決して容易いものではなく，その部分的な受け入れに
止まったこと，および「組織問題」自体が党内政治過程における主要争点から急速に外
れて行ったことを明らかにする。
I 再統一前後から再統一時における社会党の組織理念
よく知られているように， 1951年9月8日サンフランシスコで調印された講和条約と
日米安保条約の国会批准手続きへの対応をめぐり，社会党は党内の対立が先鋭化し3),
第8回党大会で左右両派は袂を分かつこととなった (10月24日）。 以後，社会党は二つ
の政党に分裂して活動を続けることとなるのだが， 54年4月の両社委員長会談の結果，
再統一に向けての作業が正式に開始された。そして， これに備えて両社会党はそれぞれ
の立場から統一社会党の「綱領草案」の策定に取り掛かることとなる。
しかし，「両社は，原則の点で対立していた。交渉委員が激論をかわしても，永久に
一致はしなかったであろう 。だが，統一が必要である以上， 一致させないわけにはいか
ない」と升味準之輔は書き，その「必要」とは両社内部の主導権争いにあったと言う。
「［左社で］統一を推進したのは……鈴木派であった。彼らは，和田を追い落とすため
に，右派との統一を策した。だから，和田書記長は，統一に賛成でなかった。（野溝派
も松本派も反対だった。）」「右派［右社］のなかで勢力を拡張したのは，西尾派であっ
た。党執行部を握る河上派にとっては脅威だったであろう。そこで，鈴木派からの統一
の呼びかけに応ずることになったと考えられる。……／西尾は，そもそも統一に反対で
あった。・・・」4)
このような党内力学の結果，「あれほど食違った議論が結局一つの文章にまとまっ
た」5)のである。それでは本稿の課題である組織問題について，両社会党の理念はどの
3) 周知のように，右派は講和条約と安保条約の双方に賛成。左派は両条約反対で
あった。
4) 升味準之輔『現代政治』下，503-507頁。なお，本稿が対象とする時期の社会党
派閥の配置を手際よく整理したものとして，木下真志『転換期の戦後政治と政治
学』，73-81頁参照。
5) 梁田浩棋『日本社会党』，1956年， 120頁。（升味，前掲書，505頁にも所引）。／
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ようなものだったのだろうか。
(1) 左派社会党の組織理念
左派社会党の組織理念を包括的に示した文書は, 1954年 1月23日の党大会で採択され
た［日本社会党綱領』6) (いわゆる「左社綱領」）の第 3部である。
その内容を要約すれば，「平和革命」とは言え，社会主義革命を目的とする党として，
選挙＝議会はあくまで「ひとつの手段」として位置づけ，議員中心の政党であることは
「堕落」であり，「議会外の党組織」を根幹とし．「民主的中央集権制」にもとづく「厳
格な党内規律」をもった戦闘組織でなければならない．という「革命的な」政党組織イ
メージを提示しているのである。
少し長くなるが，関連部分を引用しておきたい叫
「日本社会党は，……民主主義的原則によって平和革命を遂行する。この任務に
耐えるためには，わが党は，団結せる党員の統一された意志をもつ強固な組織に成
長し，厳格な党内規律をつくりあげねばならない」。
「国会はわれわれの革命のためのたたかいの場として，欠くことのできない重要
性をもつ。……これらの選挙闘争に党は全力を傾倒しなければならない」。
「だが党は，選挙のための組織となり．議員のための政党となってはならない。
なぜなら，第一に，わが党は保守政党のごとき少数の職業的政治家の組織ではなく，
階級的大衆政党であるから。第二に．党本来の目的は社会主義の実現にあり，墨全
において絶対多数を占めることは， 一つの手段にほかならないからである。第三に，
＼梁田は「朝日新聞』政治部記者として社会党を取材（社会党記者クラブ所属）。梁
田は続けて「社会党の議員達は，党の性格からいっても保守党の議員のように脱党
して無所属で当選できるほどの地盤や資金を持っていませんから，大勢が統一に進
み出すとドンドンそれに乗っかってゆきました」と書いているが（同前），保守党
（自民党）議員について言えば， この著書が書かれた時期は，彼等に「脱党して無
所属で当選できるほどの地盤や資金」を提供していた戦前来の伝統的集票基盤が風
化し始めた時期でもあった（それは高度経済成長が進むにつれてますます風化して
行く）。自民党議員はこれに対処して自らの当選を確保するために「個人後援会」
作りに邁進して行くのである。これについて，森本哲郎「政党論と日本の政党—――
自由民主党と組織問題」森本編著『システムと変動の政治学』， 10, 15-19頁。
6) 全文は『社会党40年史』に収録。
7) 『社会党40年史』， 280-281頁。
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資本家階級は議会のみならず，他のいっさいの権力機構をも掌握している。……第
四に，国際政局の現状から見るなら，日本の独占資本はアメリカ帝国主義の支持の
下に強力な抵抗を試みるであろう」。「これらいっさいの抵抗を排除して平和革命を
完遂するためには，議会外のあらゆる日常闘争と教育活動を通じて，勤労大衆のな
かに党のゆるがざる指導を確立しなければならない。……かくてわが党の努力は，
議会内と議会外の日常闘争を有機的に結びつけ，党の一元的指導力を確立すること
に集中しなくてはならぬ」。
「［このためには］上部組織の指導方針が敏速に末端に浸透すると同時に，党の
諸任務を直接実践する下部組織の活発な行動が必要である。またそのためには，こ
れら下部組織の要求が正確，かつ迅速に上部組織に伝わり，それが党の統一された
意志の決定に反映しなければならぬ」。
「かくて党は，民主的中央集権制の下に組織中枢の指導力を発揮し，党組織を完
全に掌握するとともに，党の基盤たる下部組織のたえざる拡大強化を通じて，……
最終の目的を達成するまでに成熟することができる」。
「わが党は，あらゆる選挙闘争が組織の拡大，強化という目的をも って裏づけら
れていなければならないこと，……確認する」。
「平和革命を実現しようとする強固な意志は，……議会外の党組織を根幹とし，
それを強化すること……を要求する。／日本社会党が万ー，かかる党の根幹の強化
に力をそそがないで，たんなる選挙政党となるなら，党組織の中心はおのずから議
員となるばかりでなく，階級的大衆政党としての資格を失うにいたるであろう 。か
くては，国会は，革命の舞台としての重要性を否定されるばかりでなく，議員の個
人プレーの場へと堕落する。議員は，議会外に基盤をもつ党組織の議会部門として，
党の規律の下に積極果敢に闘争しなければならない」。（下線部強調は引用者によ
る）
(2) 右派社会党の組織理念
右派社会党の組織理念を包括的に示した文書は， 1955年5月6日の右社統一小委員会
で採択された『統一社会党綱領草案』 （いわゆる『右社綱領』）の末尾「党の性格と平和
革命の方式」である。
これの特徴を挙げれば以下のようになる。
まず，「議員政党に偏してはならない」と述べながら，党下部組織の具体的姿を描い
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ていない。「大衆の模範となるような高い道徳と品性」の涵養を強調するなど，大正期
オールドリベラル風人格主義とでも名づけられるような色彩が濃厚である。当然ながら，
階級闘争を戦い抜く「戦闘組織」のイメージとは程遠い。そもそも組織問題への関心自
体が希薄である。そのことは，「左社綱領』が全体の24%を組織問題の記述に充ててい
るのに対して，「右社綱領』で組織問題に充てられているのは 9%にすぎないところに
も反映されている。
少し長くなるが，関連部分を引用しておきたい8¥
「日本社会党は，社会主義実現をめざす行動の党として，定められた規約並びに
党員同志の信義と友愛とに基く強固な団結と，少数意見の尊重を含む党内民主主義
の確立とを必要とする。党内における自由な討議と決定に対する服従並びにその責
任ある遂行とは，すべての党員が守らねばならない義務である」。
「日本社会党は社会主義実現のための長期間にわたる，種々の闘争において，
［常に］国民の先頭に立ち，その精神的指導力を確立しなければならない。そのた
め，党員は，大衆の模範となるような高い道徳と品性とを養うように日常心掛けね
ばならない」。
「大衆の先頭に立って，その利益を守るために闘う党は，議員政党に偏してはな
らない。常に日常闘争を活発に展開しつつ，他方，社会主義思想を発展，深化させ
て，勤労大衆に向かうべき途を示し，議員と一般党員が隔離し，党員が勤労大衆か
ら浮き上がるような現象は，これを根絶するように努めねばならない」。（下線部強
調は引用者による）
(3社会党再統一時の公式の組織理念
再統一に当たっては，基本路線（綱領問題）をめぐる協議ほど一般的な注目は集め
なったとはいえ，組織問題についても協議が行なわれた（統一交渉委員会・組織運営小
委員会）。関係者（とくに清水9)) でもある小山・清水の『日本社会党史』はこの点に
8) 『社会党40年史』，296頁。
9) 清水慎三の研究者との対話形式による回顧録・奥付に記された著者略歴は次の通
り。1913年生まれ， 36年東京帝国大学経済学部卒業， 日本製鉄入社 (46年退社），
47年経済安定本部事務官（大臣官房企画室）， 48年総同盟調査部長，51年鉄鋼労連
を結成，書記長，副委員長を歴任，日本社会党中央執行委員，同党政策審議会常任
参与等，兼任 (56年まで），59年総評長期政策委員会事務局長 (62年まで），以下／
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ついて比較的詳細であり，それによれば，経緯と論点は次のようであった10¥
小委員会での主な議題は，団体加盟制と団体支持制，青年部，オルグ制，組織の単位
（支部・班・支部協議会），党費などである。
① 団体加盟制と団体支持制：団体加盟制は「左社支持の総評が党大会に代議員をお
くるだけでなく，党役員をもおくりこみうるという見こみと思惑」から左社が主張
したのに対して，「［総評の団体加盟で］左社が統一社会党で強大化するのを，でき
るだけけん制」したい右社が団体支持制を主張した。他方，左社内で「中堅活動家
層の心をつよくとらえて」いたのは団体加盟制・団体支持制の両方を拒否するとい
う「純理論的な主張」だった。これを反映して，右社の団体支持制で合意がなされ
② 青年部：「分裂前に右派がことごとに党青年部になやまされてきたいきさつ」か
ら，右社は「青年部の先鋭なありかたを極力予防」することに注意を払い，「一専
門部でありながら全国大会のような独自の決議機関をもち，独自の執行機関さえ
もって，党中党をつくるような二重組織的形態をつくるのは好ましくない」と強く
主張。左社もこれに応じて，「青年婦人局」を設け，その下に婦人部 ・学生対策
部・青年部を並置することで合意がなされた。
③ オルグ制：「中央執行委員会は，中央オルグ・地方オルグを任用する。オルグは
中執委の統轄のもとに，組織局長の指示にしたがう」（規約第 3条）とされた。オ
ルグ制については左社に一日の長があり，すでに52年の左社大会で設置が承認され
て，この時点までに党本部に 7名（うち女性 1名），各県に 1名づつオルグを擁し
ていた。右社も「この点で組織上の弱さを自覚していたから，オルグ制の設置に異
論を出すことはせず」，すみやかに合意が成立した。
④ 組織の単位：「左社は日常闘争に重点をおいて班単位を重要視し，右社は「選挙
中心主義の立場から支部単位の活動に力点」を置くという相違があったが，最終的
に「右社の主張を優先させつつ折衷的な性格をはっきりとのこした」規約で合意が
なされた。「組織の基本を支部とする，支部は必要に応じ，活動の単位として地域
班・職場班をおく」（規約第50条）。「支部は同一市区町村を単位として，党員30名
以上をもって組織する。ただし必要ある場合は，中執委の承認をえて党員30名以上
＼略。（清水慎三「戦後革新の半日陰 日本型社会民主主義の創造をめざして 回顧
と対話』）
10) 小山弘健• 清水慎三 『日本社会党史』， 152-154頁。
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をもって職場支部をもうけることができる」（規約第51条）。「支部協議会は，衆議
院議員選挙区内にある支部をもって構成する」（規約第14条）。
⑤ 党費：左社の月額20円案と右社の月額10円案（再統一前は，左社は月額20円，右
社は月額5円）の調整に手間取り，統一大会当日の夜に月額15円でようやく合意が
成立した11)。「右社が低額党費を主張したのは，党の幹部や議員が党大会にさいし
て，党費のたてかえのかたちで自派代議員をより多くおくりこむのに有利だから」
だ，と小山• 清水は説明している12)0 
11) なお，小山• 清水著書には記されていないが，この15円というのは本部への納入
分である。実際に党員に課せられる党費は支部により異なったようだが（注34参
照）， 1959年時点では平均月額約70円（うち本部納入分20円）だった。 （「朝日新
聞』 1959年7月17日） 1959年での国家公務員I種（高校卒相当）の初任給（基本給
のみ）は月額6,700円，同I種（大卒相当）は10,200円だった（「明治／大正／昭和
／平成物価の文化史事典』， 395頁）。
12) 小山・清水は続けて，「党員 5万とみても党費総額はわずか 1カ月75万円にすぎ
ず，このため当然党の運営を，各種の経営者やその団体からの寄付金に依存させる
ことになった。社会主義政党としての最重要な問題が，未解決のままのこされたの
である」と述べている。この記述は労働組合からの寄付金について全く触れていな
いが，その後の社会党を考えるとき非常に重要な財政面での労組依存について1965
年時点でも触れないのは，小山・清水の社会党・総評労働運動における立ち位置の
ゆえだろうか， と思わないこともないが，当時は経営側と労働側の双方から社会党
は寄付金を得ており，前者の比重も大きかったことは事実である。
この点について， 59年の社会党「再建論争」時の『朝日新聞』の連載記事「社会
党の再建」第 9回「党財政」は，「経常費は何とか自前でまかなうが，選挙のとき
は，大半は政治寄金にたより，自民党とケタこそ違うが，財界からも"おこぼれ”
をいただく」と述べ，具体的な収入金額 (1958年分の自治庁届出すなわち党本部の
収支報告）を挙げている。それによれば，社会党の収入総額は 2億4,459万円，う
ち選挙に関しての収入が 1億6,832万円で，そのうちの 1億6,798万円すなわち99%
以上が寄付金だった。その寄付金の提供者は，経営側では，経済再建懇談会（財界
の献金団体） 2,000万円，八幡製鉄500万円，丸善石油500万円，電気事業連合会500
万円，精糖工業会400万円，上田工業350万円，医師連盟300万円，セメント協会300
万円，損害保険協会300万円，である。他方，労働組合からの寄付は，総評政治活
動委員会1,805万円，民主教育政治連盟（日教組） 1,300万円，国鉄労組政治連盟
1,000万円，全繊同盟政治活動委員会660万円となっている。 1959年も地方選挙と参
院選挙で財界・ 一般から5,680万円，労組から3,751万円の寄付金を受けていた。同
記事は「党本部の選挙資金に限定して極言すれば，社会党は“労組党”というより
むしろ“財界党"といわれても仕方ない」と皮肉る。もちろん続けて社会党会計/'
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さて1955年10月13日の統一大会で採択された『日本社会党綱領』本体では，党組織の
あり方についてとくに言及はない。この問題を扱うのは同時に採択された『組織活動方
針』だが，そこでは，左社と右社のコンセンサスとしての「大衆組織政党」理念が強調
されており，左社特有の「革命のための戦闘組織」色は薄められている。すなわち『組
織活動方針』 13)中の「党づくりの基本原則」では次の 3点が提起された。
「(1) 党の階級性堅持と党内民主主義の確立
……わが党は「労働階級を中核とした」広範な勤労大衆の階級的大衆政党である。
……党組織はしたがって，広範な国民階層を組織すると共に階級性を堅持しなけれ
ばならない。いいかえれば，統一された意思をもつ強固な組織と，党員の自発的に
して厳格な党内規律がなければならない。それはわが党が幅の広い大衆政党として
とくに必要なことである。
ママ
(2) 議会偏重主義の排陣［排除］と日常闘争の展開， とくに大衆のなかにおける
党組織活動
……党は国会を通じて民主的，平和的に革命を遂行するが，同時に単なる議会主
義の党ではない。わが党は革命を行なう階級的大衆政党である。革命にあたっては，
資本家階級は……一切の力を動員して，妨害してくる怖れがある。これに対処する
ためには……広範な大衆の組織力と影響力が確固としていなくてはならない。それ
は暴力革命方式を排除し，これを理論的にも，実践的にも克服するために必要であ
る。／広範な国民大衆を党の組織力，影響力にしっかりと結びつけるためには，わ
れわれはこの際，議会偏重主義，選挙第一主義の弊におちいらないように党を運営
し，全党員，全組織が，不断の日常闘争，全国地方オルグ組織，および広範囲の
団体的な教育宣伝活動を通じて，常に大衆の中に入り，大衆の中で党づくりを行っ
ていくという新党風を確立することがなによりも重要である。
＼責任者の弁明も紹介している。「財界からもらうといっても，自民党とはケタ違い
の額だ。それにこちらから強制したものではなく，何ら条件はついていない。いわ
ば二大政党の一方に選挙の陣中見舞としておつきあいしてくれたまでだ。労組は候
補者個人にかなり選挙資金を出しているので，本部に集まる金について労組が一般
にくらぺて少ないのはやむを得ない」というわけである（以上，「朝日新聞』1959
年7月17日）。やはり，労組依存は大きく，しかも労組本位の選挙戦（労組の支援
候補の当選第一） であって党組織本位の選挙戦ではないことが資金面から浮き彫り
になっている。
13) 『社会党20年史』， 172-177頁に全文収録。
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(3) 党と大衆組織はたがいに自主性をもちつつ，緊密な連携をもたなければなら
ない。
労働組合農民団体をはじめ……各大衆団体内に，党の不抜の影響力をもつことは，
日常闘争と革命のために不可欠の条件である。……わが党は労組内で大衆の信頼を
うける日常闘争を行う。必要な場合には職場班等を設ける。ここで肝要なことは全
国重要拠点における労組内に党の組織力を確立し，その全国的な連絡組織の結成を
促進することである。／他方わが人口の 4割7分を占める農民の組織化に対して，
党は当面とくに全力を注がなければならない。農民大衆の組織化と，農民組織と党
の結合なくしては社会主義革命はなりたたない。……」
そして「具体的な方針」として次の事項が提起されていた。
「(1) 新しい党づくりの出発点として，われわれはこの 1年間に党費完納党員10万
名獲得運動を強力に推進する。
……労働組合，農民組合をはじめとする［諸団体に］大量入党の促進と団体加入，
団体支持政党の採用等の強力な組織工作を行う 。／右組織拡大工作は，とくに党の
基本組織である支部班においての統ーと組織整備活動のなかで不断に行われなけれ
ばならない。同時にまた……党員 1人につき 5名かく得の倍加運動を展開する。／
各級議員後援会は漸次個人より党の影響下におかれるように各級議員は努力する。
(2) 党の基本組織一班，支部，県連組織の統一整備と強化の活動14)
(3) [支部とその財政的基礎の確立］
……あらゆる市区単位にわたって，行動的な支部の確立を完成しなくてはならな
ぃ。これらの支部は党の基本組織であり，各班の代表を以て構成する執行委員会を
もち……。各班は自動的に党費を集め，支部財政はこれらの党員と大衆カンパに
よって支えられるようにし，常任書記を必ずもうけ，小機関紙の発行が常時行える
体制を整備しなくてはならない。……／党内民主主義にとって欠くべからざること
は，その財政的基礎を確立することであり，支部はその上にたってはじめて，各級
機関に対して強い発言力をもつことができる。これこそが新しい党づくりの基礎条
件であり，柱である。
(4) 中央・地方におけるオルグ組織の確立
14) この項は，左社と右社の既存組織の統一の手順を指示したもの。統一後の党員の
再登録がとくに強調されている。
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……党は中央，地方における党組織のなかから，若い有能な働き手をオルグ候補
として採用し，教育活動を行い，オルグ組織を漸次拡充しなくてはならない。
(5) 近代的画期的な教育宣伝活動
……旧来の党の欠点であった文化宣伝活動を近代的，画期的なものにするため，
ママ
この際積極的に新らしい文化活動様式，たとえば，党独自の文化サークル活動や
……レクリェーション運動等をとり入れる。／党の政治意識水準をたかめることは，
緊急の必要事である。そのため，中央，地方に党の政治学校，労働大学等を設けて，
常時組織活動家の養成，新旧中堅党員の再教育を行う。各支部，各班内で独自の教
育活動と大衆討議を行うことの習慣をつける。中央では そのための統一した教
材の整備を行う必要がある。当面はまず，統一綱領と党規約の普及徹底，社会主義
経済学政治学等の基礎理論の全党員への徹底を主眼とする。／空白地帯，とくに農
漁村地帯に対する党の組織工作を開拓するため，党員はとくに，小型映画，幻灯機
等を利用した文化宣伝工作に習熟することが必要であり，そのための施設を中央に
もうける。／正式の大衆的な党機関紙の確立と普及は，党の組織と運営の生命であ
り，動脈である。と同時に，さらにこれを広範な大衆へ浸透するための大衆紙，地
方政治新聞の定期発行，党機関紙外の協力的な各種出版活動に，画期的な工夫と改
善を加えなくてはならない。……
(6) 地方議員団の規律と地方議員団全国組織の確立
……わが党のもつ大きな欠陥として，地方議員に対する党統制力の薄弱さが， し
ばしば指摘される。したがって，党組織の発展と強化のためには，統一した地方議
員団を，当該各級機関のもとに所属させてその統轄のもとにおくとともに，中央に
おいては，地方議員に対する党の指導規律にもとづいて，地方議員団会議を組織す
る・・・ 。
(7) 当面の重要なカンパ闘争との組織関係
・・・」
組織化の基本原則と混在して， とくに(5)に見られるように現場レベルの具体的指針が
書き込まれており，情景が浮かぶようで輿味深いものがある15)。ここで謳われている
15) ここで強調されている「小型映画，幻灯機等を利用した文化宣伝工作」について，
2年後の 「月刊社会党j1957年8月号に掲載された安平鹿一組織局長名の論文「活
動家制度の発展のために」（この論文の実際の執筆者および論文の意味については
後述）に一定の成果が報告されている。「今度の会議［党本部の主催で各都道府／
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組織のあり方は， 19世紀末-20世紀初めに例えばドイツ社会民主党に典型的に完成され
た「大衆組織政党」そのものであるが16), これが結局ほとんど現実化しなかったこと
は本稿冒頭でも強調したところである。
ともあれ，これを実現するために，党所属の国会議員・市町村会議員， 一般党員，各
＼県ごとにはじめて行われた活動家会議］を通じて，教宣活動， とくに幻灯活動とい
うものが重視されたが大体党はこの年間を通じて，県連に 2台から 5台ぐらいの幻
灯機は備えたいというのが組織部の方針であったが，この上半期においても，約
100台を揃え，フィルムも逐次準備され， しかも幻灯機を持ち込むことによって，
活動家が地域活動をやるために非常に能率的になったというようなこともあげられ
る」 (53頁）。そして同じ頁に幻灯機用「スライド発売中」の広告が掲載されている。
「予算と国民生活」 (600円）「明るい生活 社会保障のはなし＿」 (600円）「こ
れからの日本農業」 (3,500円）「新しい村づくり」 (2,500円）「タバコ耕作者の権利
のために」 (500円）である。また「月刊社会党』の同じ号に掲載の東京と近県の支
部書記座談会では「幻灯機を使った活動」についても具体的かつ率直に語られてい
て興味深い（後述・注34参照）。
16) 「19世紀末から20世紀初頭にかけて，中欧北欧の社会民主主義政党が，当時大規
模に出現しつつあった「労働者階級」を基盤に， 一種の「コミュニティ」としての
「大衆組織政党」を形成した……。このような社会民主主義政党は，政治活動だけ
でなく，党系列のレクリエーション組織，教養組織，保険機構，福祉組織，新聞，
消費生活協同組合，子供団体等を通して，党員およびその周辺の人々の生活の諸側
面を（文字どおり「揺り籠から墓場まで」）組織化していた」という姿である。（参
照森本哲郎「システム論による政党組織の分析」森本編著『システムと変動の政
治学』所収125-126頁。）
また， 1959年7月当時の『朝日新聞』連載記事「社会党の再建」の第14回分 (7
月24日付け）に政治学者篠原一による「西欧の教訓」というのがあり，その一節に
ドイツ社会民主党史の同様の側面が紹介されていることを今回発見した。関連事項
として紹介しておきたい。「……組織の面をみると西欧社会民主主義の組織もまた
多くの血と汗の結晶であることがわかる。戦後オーストリア社会民主党が下部党員
の活動によって組織づくりに著しい効果をあげた他は，現在の社会民主主義政党は
たしかに組織的に一つの行詰まり状態にある。しかし19世紀から20世紀にかけての
数十年においてはドイツ社会民主党も今では一部の新興宗教がやっているように，
民衆の生活に接し，その日常的面倒をみることに専念することによって飛躍的に組
織を拡大した。そしてそれを反映するかのように，各地方には，労働者たちの集ま
る酒場，宿泊所兼相談所としての建築物が存在していた。現在，資本主義ほろびて
銀行ビルをのこすという名文句があるが，当時の社会主義運動もやはりそれなりの
ビルをのこしたのである。一体日本の社会党はこういう風に歴史の上に何らかのツ
メ跡をのこすことが果たしてできるであろうか」。
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級機関に市町村支部結成の義務付けと党員獲得のノルマが党本部から課されたが，第13
回大会 (57年 1月）で発表された党員数は4万828人に過ぎなかった17)。
皿 再統一直後 (1950年代後半）の社会党における「組織問題」の
強調と「大衆組織政党論」の展開
(1) 1957年 1月 第13回党大会：組織問題の浮上
この大会に向けて執行部により作成された「運動方針」原案は運動方針小委員会で左
派的な方向に修正され，それが本会議に提出・採択された。すなわち，原案にあった
「現在わが国は二大政党の対立下にあり，野党たるわれわれも政治的にきわめて重大な
る責務を負っている」とか「二大政党対立を効果あらしめる「共通の広場』」というよ
うな表現が削除され，かわって「社会党政権は安易にかちとれるものではなく，敵はま
だ全体として強いし，彼らの妨害を排して政権をかちとるためには，大衆運動の立場，
党組織の拡大強化，選挙体制のよりいっそうの確立等……諸般の準備が緊急に必要とさ
れる」として，組織問題があらたに強調されたのである。議員についても「［砂川闘争
のような大衆闘争の］先頭に立って闘うことによってこそ，以上のような広範囲な日常
闘争，大衆運動が展開される」と，大衆運動の構成員としての役割が強調されるので
あった18¥
左派の長老，山川均も「今度の大会で組織の問題がはじめて取り上げられたのは，社
会党の一歩前進だと思う」と述べていた19)。（下線部強調は引用者）
こうして，左派グループの主導により，再統一直後から，組織問題が社会党内の争
点・議題として浮上してきたのである20¥
(2) 1958年2月 第14回党大会：組織問題の争点化
この流れは翌年の党大会ではさらに強ま った。第14回党大会で「めだってとりあげら
れた」 2つの論点のひとつが「社会党の運動を実際に進めていくのにふさわしい党の機
17) 岡田一郎 「日本社会党 その組織と衰亡の歴史 』，41頁。
18) 以上， 「社会党30年史 (2)』，149頁， 152頁， 158頁注10。
19) 『社会党30年史 (2)』， 157頁注8。
20) 関係者でもある小山・清水の『日本社会党史』もこの大会を次のように位置付
けている。「57年の第13回党大会では，はじめて組織自体のありかたをどうすべき
かという根本問題が，公然ととりあげられた。「10万党員のかくとく」を叫びなが
ら43,000名にすぎない事実も，このとき反省された」 (176頁）。
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構をどのように作っていくか」であった， と『社会党30年史」は記し，続けて，「［組織
小委員会での地方の活動家代議員の］ 一致した考え方は，議員の党になっている現状を
克服し，大衆闘争を強力に指導できる党をつくらなければならないし，それにふさわし
い機構をつくりあげなければならない， ということであった」と纏めている21)。（下線
部強調は引用者）
このように記述する『30年史』は組織小委員会での地方代議員の発言として以下のよ
うな声を紹介する22)。（下線部強調は引用者）
「中央執行委員会は20-25名にし，議員外の有能な人材を登用し，大会で 1人 1
人信任をうけるようにしなければ，議員政党化を防ぎ大衆闘争を指導できる指導部
にならない」。（大阪府連・亀田得治）
「中執は，協議機関化して本来の役割を果たしていないこと，組織活動の論議は
墜堡に近いこと，派閥の存在，国会議員が執行部を占めていることを自己批判して
いるが，ほんとうにこれを克服するつもりなら，役員の話しあい人事をやめて直接
選挙すべきである」。（岡山県連・大亀幸雄）
また『30年史』は，「社会主義』（社会主義協会の機関誌） 1958年4月号掲載の「座談
会・党大会から何を学び， どう実践するか」における地方活動家代議員の発言として，
例えば，先に挙げた岡山県連代議員の大亀幸雄の発言を次のように紹介している23)0 
「［社会党の大きな欠陥として］第一点は，社会党という政党は，社会主義理論
に対する認識が浅いために，思想の不統一があり，派閥も生じ，党活動に対する思
想性，創造性というものがない。第二点は，議員優先の考えと行動がある。そのた
めに，党活動というものに悪い影響を与えておる。そのことは当然，党機関の軽視
という傾向となって発展しておる。三つ目は，大衆団体に対する指導性がない。こ
れは総評と全労の方針が食い違った場合には，まことに，典型的に現れてくる」
（強調下線は引用者）24¥ 
21) 『社会党30年史 (2)』， 207-208頁。
22) 「社会党30年史 (2)』，207-208頁。
23) 「社会党30年史 (2)』， 212頁注7。
24) この大会前1957年8月の党機関誌『月刊社会党』にもここで引いた大亀幸雄（岡
山県地方オルグ）の論稿が掲載されており ，『30年史』の記述にあるような「正論」
（というか枠を着けた）議論の背後にある地方活動家の切実な思いが率直に吐露／
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このように「組織問題」が重要争点となった第14回党大会だが，同大会に執行部が提
出した「58年度運動方針書」でも社会党組織の実情と問題点が率直に報告されていた。
小山・清水による要約を引いておく。
「［方針書によれば］府県連合会は，全国の都道府県に組織され，約1,300の支部
＼されていて一層典味深い（この点は後にも触れる）。「誰よりも私の生活を理解して
いるはずの妻が時折「“幸世”のミルク代ネどんなにきりつめても4500円はかかる
のヨ……ガス代も払っていないの， 10,000円では無理だワ」と訴えるのである。外
泊や帰りのおそい日が続くと「ときには早く帰って“幸世,,をお風呂にいれて頂戴，
……」とひかえ目に請求する。また「いくら社会党だって，少しは家庭のことも考
えなければ」とつぶやくようにいっていたこともある。これは，けして妻だけの悩
みではない。このようなことは資本主義社会では当然であり，世間にはざらにある
ことである。恐らく全国の活動家諸君の生活はもっと深刻なものであると推察する。
・・・」
「こんなことを書くと，大先輩は笑うかもしれない。いや，き っと「社会主義運
動に平安な大道はない，そんな意志でどうする，昔はわれわれだって弾圧，貧乏と
ママ
闘いながら……」と云って叱るに違いない。それもまた無理がない意見と思う 。だ
が，私が強調したいのは単なる生活条件の改善ではなく，この苦しみに堪えられる
ような党の体制，党風の確立なのである。苦しいとき，淋しいとき，その気持をや
わらげ，むしろ闘うことを教えてくれるものは何だろう 。それは，社会主義への情
熱と相互扶助の同志愛と，活動家を大切にする党風であると思う 。5月18, 9日に
聞かれた岡山県の活動家会議で，有能な活動家である林義孝君は「党活動を真面目
にすればどうしても収入がへる，それでも党活動をする。だから幹部（党）はもっ
ママ
と活動家を精神的に有遇してほしい」と訴えていた。このようなことを云うことは
間違っているのだろうか」。
ママ
「そこで，党の現実はどうなっているかを直視してみよう 。／岡山県は全対的に
云って問題はないが，全国的にみると国県会議員や党幹部の中には，活動家 特
に地方，地区ォルグーー を事務員のように考えたり，如何に利用価値＿選挙など
ママ
で があるか……の立場から接したりする傾向が残っているようである。また活
動家の悩みや，苦しみを組織的に解決する努力をしないで，親分が子分を援けるよ
うな方法で解決する悪弊も皆無とはいえない。私は，このようなことが続くと，何
時の間にか社会主義政党にとって一番警戒すべき議員第一主義の思想，いいかえる
と，議員なるが故にチャホャされる雰囲気が蔓延し，ために議員病患者が続出する
と思う 。だからこの壁を打ち破ることなくして規律と秩序を尊重する近代的な社会
主義政党を築いていくことはできないと考える。このことはけっして議員を軽視す
ることを意味しているのではない。……」。（大亀幸雄「あきらめと斗う日々ー一活
動家の生活と意見ーー」『月刊社会党』1957年8月， 70頁）（下線部強調は引用者）
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が結成されている。正規の個人別登録手続きを完了した党員は，約56,000名，党支
持団体として登録をおこなったものが，中央で約94万人，地方で約20万人ある。さ
らに支持団体の手続きはとらなくても，党を支持しつねに協力関係にある労働組合
は， 400万をこえている［と方針書は述べ］，これを前提に，それ［方針書］はつぎ
の問題点を提示した。第1に，昨年の大会以来， 16,000名の新入党者があった反面，
3,000名の離党者を出していて，目標の「10万党員」にはまだ道が遠いという点。
第2に，有権者総数にたいする党員組織の比率は，わずか0.11%にすぎず，まだま
だ問題にならないという点。第 3に，党員の年齢別構成は， 20代22.0%, 30代
29.8%, 40代23.4%, 50代14.5%であって， 40代以上が42.2%を占めているという
点。第 4に，学生党員がきわめてすくないという点」25¥
推測できるように，この大会での組織問題の争点化 （具体的にいえば，「活動家中心
の党」として理解された「大衆組織政党」建設）にとりわけ熱心だったのは，左派の代
議員であった26)。『30年史』の記述によれば，左派の間では，組織問題に関心を集中す
るあまり，重要な政策路線をめぐる議論（労働運動のあり方，すなわち生産性向上運動
への対応，国鉄労使問題など，また安保外交問題）が疎かになり，右派（西尾派）に主
導権を取られてしまった，という「反省」が聞かれたほどだったという27¥
このように，組織問題を党の政治課題（アジェンダ）として前面に押し出した要因は
25) 小山・清水『日本社会党史』，176-177頁。
26) 当時の『朝日新聞』解説記事「社会党 動揺する機構改革」も「機構改革を積極
的に推進しようという下部党員の考え方にも，よくみれば左右の立場によってかな
りの開きがあることは争えない」として，以下のような説明を加えている。「左派
系のねらいが組織上の大改革によって，労働者階級を中心とする「闘う階級政党」
をつくろうとしているのに対して，右派系の積極分子は主として党員の拡大による
党財政の安定，労組に対する主体性の確立， 一言でいえば「国民政党」への道を目
ざしている。これは「党の大衆化」とか「活動家制度の確立」といったスローガン
の解釈の仕方にもはっきり現れている。右派がまず党員の資格を緩めて「党費だけ
を納める党員」や「選挙の時に党の候補者に投票するだけの党員」を大幅にふやす
ことを大衆化の目標としているのに対して，左派はこれに強硬に反対しており「党
の大衆化の道は党員の質を高めて，党の政策が大衆に信頼されること以外にあり得
ない」という主張を譲らない。したがって左派としては「活動家制度」がこういう
名ばかりの党員と抱き合わせでつくられることには賛成できないわけである」 （『朝
日新聞』1958年8月26日）。
27) 『社会党30年史 (2)』,212-213頁注8。
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何だったのだろうか。ここでは， 3つの要因を指摘したい。
① ひとつは，党の公式文書レベルでは繰り返し強調されていた「近代大衆組織政党
理念」の影響力である。実際，機構改革審議会（諮問委員会）で党組織委員長とし
て中執を代表する立場にあった江田と組み，機構改革の推進役となった加藤宜幸
（党組織部副部長） 28)は，機構改革案への党内外の諸批判に対して， 『月刊社会党』
1959年9月号に寄稿した論文「党再建運動と機構改革」中で次のように「近代大衆
組織政党」の歴史的必然性と普遍的価値（要するに「近代大衆組織政党理念」）を
根拠に反論を加えている。
「一言で，機構改革のめざすものをいえば，党の「組織体質の改善」にどういど
むかということにつきよう 。それは，現在までの党が，選挙のときだけ国民の前に
立ちあらわれるという，いわゆる選挙カンパニヤ党にとどまっている状態から，階
級的指導性と行動性をあわせもった「大衆の党」をいかにつくろうとするものであ
るか， ともいうことができる。このことは当然に，議員や議員候補者およびその個
人的な支持者群によるルーズな選挙党としての体質を，確固として職場に，地域に
根をおろした大衆党へ脱皮させようとするものでもある。したがって，議員中心主
義の党運営から，「全党貝の手による党」への移行をめざすことが，その主眼と
なっている」。
「これについては，党内外の一部から「議会主義」の否定，議員軽視思想の現わ
れ，共産党をまねた前衛党をつくろうとしている，などの批判がさかんにくりかえ
されているが，これは的のはずれた時代おくれの批判ではないだろうか。／われわ
れが日本の平和革命を議会を通じて実現しようとしていることはあきらかであり，
むしろその達成のためにも単なる選挙党の体質を改革し，近代的な大衆党への再組
織をはかろうとしているのであって，いわゆる鉄の規律と，マルクス・レーニン主
義の一枚岩に統制された前衛党などの構図がえがかれているわけではない。こうい
う悪意ある批判をする人々は，議員中心で党を支配し，運営してゆくことこそ「議
会主義」だと心得ているようであるが，それは戦前の無産党時代に政党の指導的人
物のみが議員になり得た時代の，ごく少数政党時代の残りかすであったり，自分だ
けが政治能力があって，議員にあらざるものは「人」でないというようなあやまっ
た選民意識が生んだ時代さく誤の所産である。この古い感覚では近代的な大衆党を
建設するどころか，今日ではいうところの「議会主義政党」すら運営してはいけな
28) 貴島正道『構造改革派j,24頁。
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い。議会制民主政治の原型として，議会主義者が賛美してやまない英国政党政治の
発達過程をかえりみるとき，このことは皮肉にも完全に立証されている」。
「マックス・ウェーバーはその論文で政党発達の歴史的過程について次の指摘を
した。……／ウェーバーの指摘をかりるまでもなく，世界の政党の発達史をみれば，
現代の政党が支配的選良団体（代議士の集合体）から組織化された大衆政党に変ぼ
うしてきたのはあきらかであり，各国の「議会主義」による保守党すらも，個人代
表のルーズな政党から「社会統合の強力な政党」へと推移してきているのである。
英国の場合などは， 1860年ごろから，この移行をやりとげてしまっているから，日
本の「議会主義」論者の政党運営についての考えが，いかに，現代の大衆民主政治
時代には，適合しない古いものであるかを知ることができる」29¥
② ふたつめとして，この時期，政権獲得の可能性を前提に，政権を支える強力な組
織作りの決定的重要性が強調されていたことが挙げられる30)。「社会党政権をめ
ぐって」という特集が組まれた『月刊社会党』 1958年5月号掲載の江田三郎（当時，
党組織委員長）論文「社会党政権と党組織」は直歓に言う。
「［現在の岸内閣の不人気ぶり，そしてその後に出てくるかもしれない自民党内
閣の予想される不人気ぶりを考えれば］きわめて近い将来，社会党に政権がまわっ
てくることは，夢ではないと考えてよいであろう。／しかし，このようにして生ま
ママ
れでる社会党政権とは， 一体どういう性格のものであろうか。単的にいって，この
政権は獲得する政権ではなく，ころがりこむ政権にすぎない。／……ころがりこむ
政権に，こういう危険性［社会党政権に失敗させて政権を回復した保守を安定化さ
せるという思惑］があることは，片山内閣の経験をおもいおこせば足りることであ
る。……しかし，［政策はともかく］基盤という点になると，片山内閣の時代と，
党員 6万の現在と，はたしてどれだけちがっているだろうか。今も，かっても，議
員政党の域をでていないのではなかろうか」。
「われわれの政権に対して……数多くの要求が，われわれを支持した人々から持
ち込まれてくるであろう。これらの要求が，それぞれ期待のとおりに実現されるな
ら，広汎な大衆の信頼をかちとることができ，政権は強固になって，革命への道を
さらに前進することができる。しかし，はたして実現できるだろうか。／できない
ことではない。できることにちがいないが，政権をにぎって直ちにというのでなく，
29) 加藤宣幸「党再建運動と機構改革」『月刊社会党』 1959年9月， 59-60頁。
30) この点は岡田一郎『日本社会党』が強調するところである（同書53頁）。
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時間をかしてもらわなければならない。／もちろん，正式党員以外に100万をこえ
る支持団体員があり，そのほかに労働者や農民などの組織がある。われわれはこれ
らの組織大衆を信頼するが，この諸君は直接党中央の指令によって行動するのでは
ない。イデオロギーとして社会主義を信奉するものもあるが，多くはわれわれの政
権が何をあたえるかよって，支持の内容は積極的にも消極的にもなるのである。こ
の諸君が，どれだけ時間をかしてくれるであろうか」。
「組織された諸君は……，組織としての同一行動をとるのだから，その所属組織
とわれわれとの了解がつけば，ある程度まで時間をかし，支持をつづけてくれるで
あろう 。問題は，保守陣営のマスコミの中に放置されている広汎な未組織大衆であ
る。 6万の党員で，この広汎な未組織大衆にどういう働きかけができるであろうか。
……／しかし，政策のよびかけだけでは，広汎な大衆に強い影響力をもつことはむ
ずかしい。大衆の多くは，いわゆる現実主義者である。先の百より今［の］五十で
あり，いつ実現されるか分からない政策よりも，現実［に］ 当面している問題を，
誰が解決してくれるかが大事なのである。税制の改正案よりもいま納期のきた税
金をどうやってまけさすか，将来農業の見取図よりも，農機具を買う金の借り方や
自分の耕地の土地改良が問題なのである。立派な政策の話よりも，日常問題の解決
に誰が手をかしてくれるかということである。……」
「われわれが過去の行動をふりかえってみて，こうした日常活動が，はたして行
われたであろうか。議員が， もちこまれた問題を議員個人として処理した以外に，
党としてどれだけのことをしてきたであろうか。……このことを実際に行うために
は，党の組織が選挙のことだけを考えた郡市支部から，すくなくとも町村支部を確
立するところまでおりてこなければできないことである。／もちろん……活動でき
る実質をそなえなければ，意味はない。このためには， 1支部にすくなくとも10名
位の活動的党員がなければならぬであろう 。……」
「現状は，多くの党員が常日頃どのような党活動をしたらよいのか，せっかく入
党はしてみたものの，何をやれという指示もなく，いつの間にか入党当初の感激が
うすれてしまうということであろう 。／党員個々を， 一つの目標に組織化して，カ
を集結することがオルグの仕事である。…… 生活におわれる一般党員では，こう
したことは，むずかしいことであり，このためには，専従的にうごけるオルグが必
要になってくる。／…… 翠直にいって，［本部をはじめ］これまでの党の機構は，
たたかう組織の機構ではなく，名刺に肩書をつける機構であった。……／現在は，
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議員だけが尊重され，党務専従者やオルグは，単なる事務員として冷遇されている
といっても過言ではあるまい。 6万の組織で国会に多数の議席をしめる姿がつづく
なら，党はたえず議員政党の危険にさらされているのである。党務専従者やオルグ
が尊重されることに， 一日も早くきりかえられなければならない」。
「…… 浮動した基盤にたった，ころがりこんだ政権の危険性は，片山内閣のに
がい経験だけで充分に分っている。われわれは再びブルジョワ第 3党のピエロの役
割についてはならない」31)。
③ これらと同時に（というより，これ以上かもしれない），専従職員（中核的活動
家層）からあげられていた切実な声，すなわち「党内における発言権確保と身分保
障の要求」を指摘しなければならない。 1962年の党史「日本社会党史』（以下，『15
年史』）は次のように記述している。
「この機構改革に実際に手をつけ，また，ひきつづく再建論争に見逃すことので
きない役割を演じたのが，「青年将校」と呼ばれた本部，地方の書記やオルグの人
達であった。党内で「10年選手」と呼ばれていたかれらは，ようやく，党の中堅と
しての地位を占めるようになっていたが，本部においては，議員万能のたてまえか
ら，その地位も序列からして，きわめて低く，発言権も，待遇も決して満足なもの
ママ
ではなかつた。かれらは，「派閥解消」ー「議員万能主義の克服」が叫ばれるに
ママ
至ったこの機会をとらえ，中央からは，安平組織部長［局長］を動かして「党機構
改革案」を提出させ，これに盛り切れなかった彼らの構想を，地方県連の書記，オ
ママ
ルグとかにはからつて下からの提案に生かそうとしたのである。／こうした派閥を
こえた，いわば世代的とでもいうぺき彼らの連帯が，党の「体質改善」一「若返
り」の期待の中で「機構改革」の口火を切り，あいつぐ党の再建論争のひとつの突
ママ
破口をひらいたのであつた」32¥
実際，第14回党大会の半年前，『月刊社会党』 1957年8月号に安平鹿一組織局長名の
論文「活動家制度の発展のために」が発表され，党組織改革（「機構改革」）への構想が
打ち上げられたのだが，執筆者は党本部書記であり当時組織部副部長の職にあった加藤
宣幸だった33)。この論文は，「各国社会民主党の中でも最も強大な組織力を誇っている，
31) 江田三郎「社会党政権と党組織」『月刊社会党』 1958年5月， 34-40頁。
32) 『社会党15年史』（下）， 28-29頁。
33) 中北浩爾「戦後日本における社会民主主義政党の分裂と政策距離の拡大」 96頁
（加藤からの聞き取り）。加藤が機構改革構想（本稿の用語で言えば「近代大衆組／
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ママ
オーストリヤ社会党」の「信託者制度」を詳しく紹介した上で，それを範型とした「活
動家制度」を提唱し，この制度によって，社会党は，党活動の中核となる活動家党員と
負担の軽い一般党員から構成されることとなり，「党員の質と量の問題」が解決される
としていた。同時に，この制度が効果を発揮するためには，これまたオーストリア社会
党のように，党がその議員中心主義を排除しなければならないことを強調していた。活
動家中心の党運営・議員中心主義の排除・大量の党員の組織化といった58年から59年に
かけての「機構改革論争」を支配した論点が網羅された論文であり，以下に少し詳しく
引いておきたい。
「党組織強化のための基本対策 ……何といっても今次大会［第13回党大会］決
定の特色である最重要方針は，わが党がはじめて活動家制度というものを採用し，
しかもこれを重視して党組織建設の中軸にして行こうとする考え方である」。
「活動家制度とは何か …… こういう党活動家制度というものが採用された背
景は，わが党が戦後結成されて， 12年の苦しい組織活動の経験の中から生れたもの
である。この活動家とは中央，地方の機関における専従役員，それから常任書記，
中央，地方，地区のオルグ，それから職場や農村地域における組織連絡者を総称す
るのである。活動家制度が生れなければならない組織の要請として多くの事が考え
られるがその一つに社会党は入党した人々の欲求をすべて満たして来たとはいえな
い傾向にあった。たとえば入党しても党費を納入するのが精一杯の人々も，党へ
＼織政党」建設）のヒントにしたのがオーストリア社会党だったわけだ。 20年後の回
想で加藤は言う。「オーストリア社会党は長い社会民主主義理論の伝統と強い組織
カ， とくに国民に占める高い組織率をも って知られています。正確にはわかりませ
んが，この党は，日本語直訳で「信託者党員」システムというのを採用し， 日本流
にいうと党友と党員の関係を， もっと徹底させた関係に構築していて， 一定の教育
訓練を受け， 一般党員とは権利も義務もちがった活動家党員 （信託者党員）を計画
的に組織内に配置するというやり方のようでした。われわれはこのシステムに刺激
をうけ，党員を画ー的に律するのではなく，なんとか一人一人のもっている機能を
中心に結集できる党組織を目指したいと考えたのです」（加藤宣幸「「機構改革」の
時代」『江田三郎』刊行会編「江田三郎 そのロマンと追想』， 292頁）。加藤の盟
友だった同じく党本部書記の貴島正道も回想で言う。「また加藤によく「うまい日
本語訳はないんだが」と，オーストリア社会党の「信託者党員制度」の話を聞かさ
れたものだ。日本流にいうと，党員と党友の機能を分離し，活動家を中核としなが
らも大衆的な党を作ろうということだったらしい」（貴島正道「構造改革派』，25
頁）。
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入って積極的に学習や，動員に応じて行こうとする意欲を持った人々をも一律に
扱って来たから，積極的な意欲を持った人々には，現在の党に大きな不満を与え，
さらに党費を納めるのが精一杯の人々には， ビラ貼りや動員が大変な負担になって，
党活動について行けないというような欠陥があったが，活動家制度の採用によって，
活動力のある人々を，その力に応じて，党は動員し，訓練する機会を持つことがで
きるようにし，その活動家を通じて， 一般党員を動員して行くという制度をとるこ
とによって，従来の最大の欠陥であった党員の管理上の弱点を補おうというもので
ある。また，党各級機関の役員は党活動に専従できるものばかりではないので，党
が機動的に諸々の要求をとりあげることができなかった。これらの弱点を克服する
ために，より多くの，より活動的な人々を党活動の中核に動員しようというのがね
らいなのである。……」
「オルグと組織連絡者の違い 党にオルグ制度というものがある以上，組織連絡
者制度はいらないという意見があるけれども，オルグと組織連絡者制度とは違うの
であって，オルグは各級党機関が採用し，その機関の決定によって派遣され，ある
いはエ作の任務に配属されるもの，即ち党務専従者によって構成されるけれども，
組織連絡者は，専従党員でなく，むしろ職場や農村の中で生活を持ち，職業を持っ
て大衆の中で活動している党員の中から選ばれるものである。……今日のように危
大な組織活動を展開するためには，どうしても純粋な専従オルグのみによっては，
十分に組織活動ができないというよりも，職場や農村で生活を持ちながらも，優秀
な活動力を持った党員が組織活動の中心となることが必要となって来ているのであ
る」。
ママ
「活動家に対する特別な恩典はあるか あとにのべるようなオーストリヤ社会党
ママ
の信託者制度にまで党の活動家制度が発展すれば，オーストリヤ社会党のように党
大会の代議員はすべてこの活動家集団のみによって構成されるというようなことも
考えられようがわが党の現状においては特別に活動家であるからといって恩典や
特権はなく，むしろ献身的な党活動が要請されるだけともいえよう。党は活動家に
対して， 一般党員とは別に特別な訓練，あるいは学習の措置をとることは勿論ある
が特別な恩典というものはあたえていない。／しかしながら，運用の面において選
挙の立候補者選定とか，あるいは党の各級機関の役員選考の過程等においては，当
然活動的な党員即ち活動家の中から，優先的に選択されるというようなことはあり
得るし，こういう方向に党全体が指導されなくてはならない。また党の中央，地方
- 100 - (636) 
政党組織をめぐる理念と現実 (1)
各級機関が，これらの活動家に対しては一定の資料，通信その他を重点的に供給す
るということも考えられる。／活動家の性格［について言えば］，活動家の他の地
区，他の支部へ出掛けて行って，党組織を指導するというようなことは原則として
その任務でなくむしろオルグが果すべきことである。活動家は最末端の大衆の中に
あって，地味な党活動，即ち最も原則的な活動としては，機関紙の配布，党費の徴
ママ
収，上部機関決定の滲透並びに指導さらに大衆の中から党への要望，大衆の欲求を
汲み上げて，各級機関に反映させて行く任務をもつものである。こういうように活
動家には特別な活動をするというよりも，むしろ最もよき社会党員としての活動が
要請されるのである。……」
「活動家と一般党員について ……全党員が行動的な党員になることが最も望ま
しいのであるが，従来の党の組織管理の上では，行動的な党員も非行動的な党員も
一律に扱って来たところに，かえって非行動的な組織が生れるという現状を反省し
てこういう制度が生れたのである。……」
「外国の活動家制度はどのようになっているか わが党は結党後12年にして，は
じめて活動家制度というものを採用したのであるが，先進諸国の社会党，あるいは
共産党においては，殆んどすべてが従来からこれに似た制度を作っていたのである。
たとえば英国労働党は地域党員100万，職場の党員400万から構成されていて， 一般
の人々は英国労働党の場合には，殆んど職業的なオルグ， もしくは特別な活動家制
度というものがないように思っているが，英国労働党の場合には，「エージェント」
制度という名において，この中核党員が危大な組織を動かす仕組みになっており
……。特にわれわれが注目しなければならないのは，各国社会民主党の中でも最も
強大な組織力を誇っている，オーストリヤ社会党が，この活動家制度を最も重視し，
最大限に活用して，今日の強力な組織を作ったと見られることである。このオース
トリヤ社会党の活動家制度は，「信託者」という名称で呼ばれている。オーストリ
ヤ社会党の規約の第一条に，この信託者の定義をしているほどに，同党の組織の中
核をなしているのである。オーストリヤ社会党の信託者制度は，党員10名乃至15名
に1人の割合で選ばれていて，組織活動の中枢を形成しているのであるが，……
［例えば］信託者の身分証明は一年間ごとに，その活動と訓練の実績によって発行
され，成績不良のものは取上げられる， というような厳密な規定の上に立って，信
託者が選ばれているのである。さらに注目するのは，その権利であるが，オースト
リヤ社会党の党大会の代議員は，信託者の中からのみ選ばれていることである。勿
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論国会議員は信託者でなくてもよいのであるが，このように完全にオーストリヤ社
会党の中においては，信託者の権利が明確にされ， しかもその義務が果されて，今
日の強力なオーストリヤ社会党が建設されているのである。同党では，この制度の
採用の結果，党組織力が強まっただけではなくて一般党員の負担が軽くなり，ここ
に党員の質と量の問題が，この制度のために解決しているのである。この信託者制
度が活用され，効果をあげているその蔭には，党の中央執行部が日本に比べて議員
中心ではないこと，あるいは書記長が議員でなく，党務に専従しておるし，党大会
は地域からの代議員に加えて，国会議員団の10分の 1の人々のみが参加する。しか
もその国会議員には議決権がないというように，徹底的に議員中心主義が排除され
ているという党全体の体制から，こういう制度を活用することができるのであって，
日本の現状においては今直ちにこういう状態にまでは行かないことは勿論であるが，
この信託者制度が活用されるためにはなんといっても党の基礎組織，即ち信託者を
選ぶのは支部が選ぶのであるから，支部組織が相当の権威と，権限，指導能力を持
つことが，信託者制度活用の前提になる。この制度が成功しているのはオーストリ
ヤ社会党の党支部が，日本の党支部に比べて非常な力を持っているからともいえる
のである。……」
「党における活動家制度運用の現状 党における活動家制度の運用は，新たには
じまったばかりで，全く十分さを欠いている。……全国各府県ごとに活動家会議を
招集して，今漸くその配置に着手したという現状である……。今回の活動家会議を
通じて見られたことは，まだ新らしい制度のために活動家制度の意義が徹底せずに，
名前だけの活動家が各機関から登録されていたり，あるいはまた一定の教育，訓練
が行われていないから活動家の質的な水準がばらばらであるとか，活動家の意義が
徹底していないためにもよろうが，活動的な党員が，この制度を知らなかったりし
て，十分な活動家会議さえ行われていない状態である。しかも優秀な活動家がいて
も，それに対する県連や支部の指導力が全くないために，活動的な分子の力が組織
活動の上に反映されていない。しかしながら，党が活動家会議という形式で全国的
に集会を持ち大会で決定された組織方針，あるいは政策を中心に集会を持ったとい
う意義は，各地方においても相当高く評価されて，従来は全く県連の役員でもなけ
れば，中央と接触する機会が得られなかったのが，職場や農村で活動している人々
でも，この活動家制度のために，中央の方針を理解し討議を行う機会を持ったこと，
あるいはまた従来の会議においては，中央の議員や幹部が来て，演説する形式で，
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上からの方針だけを押しつけて，下部の悩みや実情を汲み上げ，あるいは討論する
という機会がなかったことにもよるが，この活動家会議の開催によって，それらの
欠陥のいくつかが補われたという成果は大きく評価されつつある。……なお党の最
も有力なオルガナイザーであるべき地方議員を，この活動家会議の中に動員し，そ
して議員を活動家として訓練し，任務を与えることができるところまで，これをお
し進めて行かなければならない。……この活動家会議を今後とも続けることによっ
て，若い活動家を如何に多く育て上げるかということが，党の最も当面する重要な
課題となっているし，活動家を育て，それらに任務を与えて行く地方オルグ，ある
いは中央オルグの質的，量的な強化が伴わなければならない。……」
「結び われわれは，はじまったばかりのこの活動家制度を，何としても長期的
な展望の上に立って，育て上げることが，党組織強化の上に，大きな効果をあげる
と確信している。そのためには，党全体が何よりも活動家を尊重するという党風を，
まず作ることである。これを具体的にいえば，現在の党運営が議員万能主義的な体
制であることを克服して，全党の組織の中に配置されるであろう活動家を中心に，
党各級機関が運営されるような体制を作らなければならない。将来はオーストリヤ
社会党のように，活動家集団に対して，明確な権利と義務を付与し， しかも恒常的
な教育，訓練が常に加えられて行くような体制をとることが絶対に必要である。
……」（下線部強調は引用者）34)。
34) 安平鹿ー 「活動家制度の発展のために」『月刊社会党』 1957年8月， 48-53頁。同
じ号には，これと関連して「支部の第一線で党づくりに当っておられる活動家の皆
さんから，当面の党の組織活動について，特に大衆の中で実際に闘っておられる皆
さんのご意見や経験」を「交流」する趣旨でもたれた座談会の記録が掲載されてい
る（出席者は東京と近県の支部書記6人，司会は加藤宣幸組織部副部長）。これま
た率直な意見と実態が紹介されていて興味深い。党組織改革が第一線の担当者から
切実な要求として提起された背景を理解するため，以下に一部を紹介しておきたい
（下線部強調は引用者）。
「支部の現状となやみ」
「［柏支部（千葉）］ ［支部の活動はかなり活発だという説明に続いて］だから，
県連がそういう情勢をよく見て手を打ってくれれば，更に党勢も拡大でき，柏にお
いては社会党が市政を担当できるところまできておるのです。ところが県連のほう
ではそういう支部活動の評価ができず，活動に対する具体的な指示がこないために，
時には息切れしてしまうような状態がでてくるわけです」。
「［世田谷支部（東京）］ また都連の場合ですが，非常に通達が多すぎると思／
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＼うのです。メーデー前夜祭の組織，メーデーの動員，訪中使節団の歓迎会の組織
ママ
……というようにどんどんおりてくるのです。それを一々消化することになれば，
支部の活動は全然できないわけです。だから，あまり重要でないものは省いてやっ
ているのです。／党費は70円ですが， 400人の党員全員が70円ではなくて，党規約
からいえばおかしいけれども，非常に生活に困っている人は35円，それから50円の
党員もいる。そういうのが半分以上に及ぶので，支部の運営が財政的な面で行詰る
面が多いのです。独立した事務所をもっているので，電話もいるし，事務所の維持
費が，月だいたい 1万円ぐらいかかるのです。だから，ほとんどその方の経費にと
られてしまって，実際に活動する経費がなくたびたび行詰ってしまうことがあるの
です」。
「役員は活動しているか」
「［前橋支部（群馬）］ 私は自分の支部，自分の班で活動をやってみて，そして
県連の書記としてここへ出てお話するわけですが，非常に役員が仕事をしないとい
うことがあるのです。支部でも県連でも同じことなのですが，支部長，副支部長，
専門部長がきまっていても実際の仕事は全部書記におっかぶさってくる。書記が
ほとんど 1人でやっているという状態なのです。役員はいるけれども，何をやって
いるのかさっぱりわからない。そういう点で役員に奮起を要望したいと思うので
す」。
「［大田支部（東京）］ ぼくの場合，中尾君のところ［世田谷支部］と同じよう
に仕事の分担はあるわけです。しかし実質的には動かない。毎月 1回支部ニュース
をだす。そのニュースの原稿は全部書記がやるのです。それから，班会議は， 19班
あって，それが定期的に毎月 1回は必ず会合をもっている。それには必ず私と組織
部長が行く ［。］書記と組織部長しか今のところ動いていないという現状です。そ
れで非常な労働過重で，事務的な仕事で 1カ月を終ってしまうのです。その点，さ
き程群馬県連の方が言ったとおりもう少し各執行委員なり，専門部長に自覚して活
動してもらいたいということはいえますね」。
「科学的な調査を」
ママ
「司会 ちょっと……。従来の党活動に調査活動がなかったということは事実で
す。それは，逆にいえばほんとうの組織活動もなかったのではないか， ということ
が反省させられるわけです。
いま中尾君が言ったのは，党内の調査，それから関係団体の調査のことですね。
これも党組織を維持，管理してゆく上で，内部的なものとして絶対に必要です。今
まではその程度のことも大してやられていなかった。こんど全国的な統計を統一後
はじめてやったわけですけれども，こういうものも，もっともっと党としては内部
管理の問題としてやってゆかなければならない。と同時に， 日常の闘争を組んでゆ
くためにも，埼玉さん［千葉・柏支部書記］が言われたように，大衆の階層別の調
査を完成しておいて，大衆の要求がどこにあるかを年じゅう党が組織活動に先行し
て知っていなければならないと思うのです。……」 ／ 
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¥ 「それから，これは皆さんがいちばん痛切に感じていると思うのですけれども，
党の政策がまだまだ抽象的で役に立たないという状態があると思うのです。たとえ
ば農村において十ぱーからげの農民対策という形で富農も中農も貧農もみんなやっ
てしまう。あるいは米作地帯や供出農家でないところへ行っても米価問題一本やり
でやってきた。労働者にしても，大企業の労働者も中小企業の労働者もーからげに
して，「労働者諸君よ！」と呼びかけていたが，そういう行き方ではダメだ。もっ
と階層別に，あるいは大企業と中小企業のそれぞれの実態に応じた具体的な政策を
立てなければならないということに，党が漸く気がついている現状です。それには
各階層の実態調査を先行させなければいけないということで，中央委員会なり来年
の大会にかけて，そういう方向に党の活動を向けてゆこうとしているわけなので
す」。
「学習活動」
「［大田支部］ 私どもの支部では，だいたい 2ヵ月に 1遍ぐらい定期的に学習会
を行っています。しかし出てくるメンバーがきまっているのです。党員300名のう
ち出てくるメンバーが20人か30人というようなことで，非常にムダが多い，そこで
私どもとしては，いかに党員の皆さんに多くきて頂くかということと……考えてお
ります。／なおもう 1つ私どものやっているのは，だいたい 1ヵ月に 1日ぐらい，
私が幻灯機をぶらさげて行って，地域の子供さんやその親ごさんたちを集めて，マ
ンガをやり，その中に水素爆弾とはこういうものだとか，たばこ耕作者の問題，中
小企業の問題等，いろいろな幻灯をやり，最後にその地域の主だったかたがたのス
ママ
ライドを映して，都政の問題，区政の問題，あるいは民政委員の問題などで，お困
りになったときは何丁目の何番地にこういう人がお住いになってるから御相談に
行って下さい，というふうにして，やわらかい中から段々吸収してゆくという具合
にいまやっているのです。これは非常に好評だと思っているのです」。
「［千代田支部（東京）］ 中小企業で首切りが出た場合，われわれが表面きって
押してゆけば，その会社全体がつぶれてしまうので，それに対して，ああしろ，こ
うしろという確実な線が出ないので，それでわれわれは困ってしまうのです」。
「司会 こんど中央でも学習活動とはどういうものかということを出さなければ
いけないのだけれども，学習の内容には，理論学習というタイプと，いま埼玉さん
がいわれたように市政をどうするかということ，あるいは党生活をどうするかとい
うような，党員の実務上の学習と， 2つあると思うのです。学習会といえば講師を
ママ
招び本を読むだけではなくて もちろん，それが基礎的なことで大切なことには
ちがいないのだが一一ほかに実務学習という面があるのだということです。この 2
つは織りまぜてゆく必要があるのではないかと思うのです」。
「［前橋支部］ 農村などの場合， とくに生産形態に結びついた問題を取上げるこ
とだと思うのです。……理論的なものだけだとなかなか集まらないけれども，そう
いう生産に結びついた問題をやると，若い者はもちろんのこと，年よりもみんなと
びついてきます」。
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¥ 「教宣活動」
ママ
「［柏支部］ 機関紙のことですが……。私の机の上にいつもゴソツゴソツと50部
ずつたまっているのです。県内どこの支部へ行ってもみんなたまっていますよ。
（笑）。あれはくるまでにだいたい10日遅れています。それを忙しい中でどう配付
しようかと考えちゃうのです。以前は支部の負担で郵送していたのですが，郵送し
ても果して読んでるだろうか， ということになるのです。そこで，まず読むだろう
と思われる人には早く送る。他は会議などへ出てきた時に渡す。そうすると受取っ
て早速読んでますよ。会議が始まるのは，まあ社会党時間で 1時間遅れるでしょう。
（笑）それまで読んでいますよ」。
「［前橋支部］ 私のところは，機関紙などは，北海道と同じように，県連へつく
とすぐそこから全党員1300名に直送するわけです。そのほか 1割 5分ほど余計に
送ってもらって，それをだいたいォルグ用としてめぼしい人に渡しているのですが，
農村などの場合，社会党に入ったって何の恩恵もない，ただあるのは新聞だけだと
いうような中では，それが不規則であったり遅れたりするととても不愉快なのです。
これだけは早く党員の手許に届くようにしてもらいたいと思うのです。／それから
幻灯ですが，幻灯も非常にいいのですけれども， もうそろそろ農村でも幻灯じゃ仕
様がない。映画を持ってこいという声がずいぶんあるのです。そこで，群馬県の労
働金庫が映写機をもっており，映画技師は地評の事務局員にいるので，フィルムは
映写機を買ったところから安く借りて，農村などを廻っていますが，非常に喜ばれ
ています」。
「［世田谷支部］ ぼくのところなど「社会新報」を 420, 党員数だけ送ってくる
のですが，たとえば， 25日号がきのう (31日）着いているのです。都内でもう 5日
遅れているわけです。班会議へ出ると，新聞ぐらいせいぜい 3日ぐらいのうちに
送ってくれと，いつもいわれている。ぼくのほうでは着き次第送っているのです。
／それから，支部のニュースは配りように困っているのです。全部班へおろしてし
まうのですが，班で配らないのです。……」
「党費あつめ」
「［千代田支部］ うちの場合は，商人が多いから，会計まで必ずじかに届けると
いうのが原則です。会計の家の前を，小僧さんなりが月に 1回は必ず通るのですか
ママ
ら……。／党費の徴収成績は非常にいいです。商人は日銭が入るから遅れたことは
ママ
ないのです。うちの党費は100円で，ちょっと高いのですが……。ただ困るのは組
織ですね。組合のなかには，われわれが何回行ってもとれないところがあるので
す」。
「［世田谷支部］ ぼくのところは党費に格差があるのです。 70円， 50円， 35円と。
50円というのは東京都交通労働組合。これは黙っていても組合費の中から引か
れて本部から送ってくるから， 2月遅れてどんどん入ってくる。問題になるのは70
円と35円なのです。70円というのは，統一前の左派が70円だった。右派は当時50円
だったので20円高くなったわけです。左派の場合，支部に統制委員会があって，／
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あらかじめ指摘すれば，安平組織局長名のこの論文は， 1年後の機構改革審議会諮
＼党費を 6ヵ月滞納するとピシピシ切っていったのです。そういう習慣がついている
から， 3月ぐらいたまっても，とりに行くとサッと納める。不思議ですよ。何にも
言わなくても納める。／ところが，値上げになった人たちは気の毒なのです。 3ヵ
月にすると， 210円 1ヵ月の電燈代が払えるといつも言われるのです。自由労
務者の人たちは35円なのですが，この人たちは非常に気を使われて， とても気の毒
です」。
「［川崎支部（神奈川）］ 川崎では 1人当り 100円徴集していますが，本部へ15円，
県連へ15円，それから班あるいは分会で， 10人でも20人でもまとめて持ってきた場
合には 1人当たり20円ずつ還元しているのです。それで支部へは30円しか残らない
のです。……」
「［大田支部］ 私どもの支部では 1ヵ月70円で，やはり班会議の都度必ず持って
きて頂くようにしています。党費未納のかたには相当催促するのです。私の顔を見
ると，ああ党費かと思うくらいにしているのですけれども，それでも実際に集まる
のは70%ぐらいです……」。
「本部への要望」
「［千代田支部］ あまりにも党の計画が行きあたりばったりすぎるということで
すね。中国派遣団の報告会でも，私たちがいちばん苦労してるのです。二の次には
ママ
書記が，書記が……とわれわれが責められるのですから。「いま時分こんな券を
持ってきて何だ！」といわれる。この前の場合は，ほとんど券が消化し切れなかっ
たのです。だから，物事を行う場合は，もうちょっと計画的にお願いしたいと思い
ます」。
「［前橋支部］ こんどの国会報告演説会の計画の通知が県連へ来て，特に農村地
区においてやってほしいという文章が入っていたのですが， これを見た瞬間に，党
本部は地方の実情をちっとも知らないのじゃないかということを感じました。もっ
ともっと地方の実情に沿った闘争を組んで頂きたい，そのためには中央オルグなり
にどんどん地方を廻ってもらいたいと思うのです。……」
「［柏支部］ 私どもが本部に用足しに行って感ずることは，官僚的だとは申上げ
ないのですが，非常に社会党の本部は顔が物を言うような機構にできているのでは
ないかと思うのです。というのは，私どもが地方から出てくると，別にそういうこ
とをおっしゃりはしませんが「何だ， こいつは地方の党員か・・：…」というようなこ
ママ
とで応待がちがってしまうのです。話をしておっても非常に不親切です。積極性が
一つもない。お互いに同志だという考え方が一つも現れないのです。党という問題
からはずれていますけれどもそれが大きく党活動に影響してきますからね。私ど
もがああいう態度で，地方で市民なり勤労者に接したらいったいどうなるか， とい
うのです。地方から東京に出てくるのは相当な用がなければ出てきませんよ」。
（「〈座談会〉支部における党建設」「月刊社会党』 1957年8月， 54-63頁）
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問委員会第 1次答申案に盛り込まれた機構改革案の原型と言える内容であった。
また外部の観察者（当時の『朝日新聞』解説記事「社会党大会を顧みて」）も，① 第
13回大会の主要争点が従来のような「政策問題」ではなく「組織問題」だったこと，②
党指導部とくに左派主流（鈴木派）幹部は，組織改革によって中執委員ポストをめぐる
党内抗争が激化することを警戒して現状維持に傾斜していたこと（したがって争点化を
避けようとしていたこと）．③ これに対して，この問題の争点化に寄与したのが地方代
議員であったこと，を強調していて興味深い。少し長いが引いておきたい。
「こんどの社会党大会は一口にいって，その精力の大半を党機構改革問題とそれ
にともなう新しい執行部人事に集中した。……組織政党にふさわしい機構を作るた
めに，今年一杯かけて本格的に機構を研究することになったが，若手党員のなかに
は，その意味で今年の大会は社会党前進の一石となったと評価する見方が強いよう
だ」。
「もともと機構改革の口火を切ったのは党組織局を中心とする若手中堅の組織担
当者であった。同党の組織が伸び悩んでいる原因が両社統一時代そのままの派閥人
事と名目的な機構にあるとして，その抜本的な改革をはかろうとしたわけだが，機
構の改革が直接人事の異動をともなうため中央執行委員会で大会提出案を作成する
過程で，党内各派の思惑もからんで次第に骨抜きになり，大会に提案されたものは
現状を多少手直しする程度のものとなった」。
「しかしこの執行部原案によっても党内人事になお相当な変化を来たすため，大
会がはじまってからも原案をタナ上げ，あるいは修正しようとの動きが強かった。
同党首脳部のなかにもはじめから，機構改革による人事問題で大会に波乱を呼ぶこ
とを警戒し，むしろ現状維持を期待する気持があった。……とくに鈴木派は原案に
よると大会選出役員が減り， したがって中央執行委員選挙が激戦になることを憂慮
して，大会選出役員を現状通りにもどそうと党内各派に働きかけた。これに対して
左派の大勢は同調し，右派内にも一時賛成の意向が強まった」。
「このような中央の動きを阻んだのが地方代議員の意向であった。機構改革問題
を審議した組織活動方針委員会では，地方代議員は一致して原案の不十分な点を批
判した。とくに強く批判された点は，党の主要なポストが国会議員に独占されてい
ること，その人事が派閥によって決定されていること，組織政党とはいいながら組
織機関の強化が行われていないことであった。人事の若返りを求める声も圧倒的に
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強かった。／結局，これらの地方の声が派閥内部の現状維持論を制し，同委員会は
来年本格的な改革を実施することを条件に執行部原案を認めた。……」35)
こうして，「大会では，根本的な機構と組織の改革は，機構改革審議会をもうけて時
間をかけて研究する， ということにおちついた」36)のである。なお，この大会で中央党
学校の建設が決定されたのだが，これも，小山・清水によれば，「この時期自民党・共
産党が党学校を設置したことに対抗する意味をもっただけでなく，地方の書記・役員・
オルグや本部書記のあいだから出たつよい要求にもとづくものでもあった。本部の書記
や地方の書記・オルグたちは，身分的にきわめて不安定であり，また党の議員中心主義
体制のなかで全体として不遇であった。だからかれらが，近代的な党組織の確立をもと
め，まじめな下部活動家や青年党員の要求をバックにして機構改革を強く支持したのは，
当然であった」37¥
(3) 機構改革審譲会の設置
前節で見たような組織問題の政治課題化を受けて，第14回党大会で「機構改革審議
会」の設置が決定された。また組織問題の責任者である組織委員長には左派（鈴木派）
の江田三郎が選出され，以後，「機構改革」問題においてリーダーシップを揮うことと
なる。機構改革審議会は中央執行委員会から選出された 5名と地方選出の10名から構成
35) 『朝日新聞』 1958年2月27日。
36) 小山• 清水『日本社会党史』，177頁。
37) 小山・清水『日本社会党史』， 177-178頁。松井政吉の回顧によれば，「私は中央
執行委員であり，組織部長であり，機構改革の推進者であったために大会決定具体
化の問題について責任上からいっても具体化するために準備をすすめざるを得な
かった。……まず党学校は中央に於いては施設がないので，東京都下武蔵野の小金
井の奥の雑木林の中にある浴恩館という建物を使用して全国から集ったものが，当
番をきめて自主的運営の形をとり合宿した。そしてこの中央党学校を卒業したもの
でなければ，地方オルグの資格を与えないことにした。また地方の党学校は本部が
指令主催した。プロ ック別に開く党学校は費用も大半を本部負担で開設し，県別に
行う党学校は県本部主催でやり，各地域の地区オルグは中央または地方の党学校を
卒業したものという資格をきめたのもこの頃であった。／党員の学習と理論武装と，
特に青年党員に対する社会主義教育を積極的に行うことが目的であった。そのころ
中央の武蔵野に於ける党学校の卒業生は現在 [1971年頃］ほとんどといっていいほ
ど中央，地方の党の主要幹部であり，職員になっている」。（松井政吉「戦後日本社
会党私記』， 103-104頁）
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され，諮問委員会と事務局を持った38)。
ところで，第14回党大会から 3ヶ月後の 5月に統一後最初の衆議院総選挙が行われた。
社会党は166議席．得票率32.9%で統一直前の総選挙で左社．右社および労農党の総計
160議席, 30.2%から勢力を伸ばしていた。が．「党が予想していたほどの延びはなく 3
分の 1のカベを破ることの容易でないことを示した。そこで 3分の 1を破るためにも組
織機構の改革が必要であるとして急速に審議をすすめることになった」と当時の組織部
長，松井政吉はその回顧録で述べている39¥
諮問委員会の答申
こうして 6月4日に諮問委員会は第2回審議会において第 1次答申案40)を提出した。
「当委員会は審議会より，託された第 1回諮問事項' 1' 審議会の審議事項を何に置
くべきか。 2. 日本社会党組織の在り方。の2項についで慎重なる審議を行なった。」
38) 松井政吉『戦後日本社会党私記』， 97頁。諮問委員会の構成員は以下の通りだっ
た(『15年史』下， 29頁）。清水慎三 （評論家），和田耕作（フェビアン研究所），水
口宏三 （護憲連合事務局長），灰原茂雄（三鉱連事務局長），田中寿美子（評論家），
吉村正（早大教授），野々山一三 （国鉄労組），宇佐美淳（全繊同盟）， 三戸信人
（新産別），兼高隆（機労）。なお，組織委員長の江田は諮問委員会の発足の理由に
ついて次のように述べている。「大会で選ばれた各プロックからの10人の代表に執
行部のほうから 5名が加わって［審議会は］発足しているわけです。しかし，実際
問題としては，みな忙しくて，落着いてそういう議論を大きな視野で取り組んでや
るような余裕がないので，どこまで審議会の方でやれるか，ちょっと疑問だと思う
のです。そういうこともあるので，この際，学識経験者というか，各国の社会民主
主義政党の実情に詳しい方，あるいは直接党の仕事にはタッチしてはいないが，党
を外から愛情を持って見つめている人，それから労組などの現役のかた等で諮問委
員会をつくって，そうとう大きく働いてもらったらどうかというので，諮問委員会
ができ，その第 1次の答申案を今度出したわけです」（「〈討論〉社会党の機構改革
をめぐって」『社会主義』 1958年8月号，4頁）。
39) 松井政吉「戦後日本社会党私記』， 96頁。小山・清水もこの選挙の意味を同様に
位置付けている。「岩井総評事務局長のように「党の敗北ではない」としたものも
あったが， しかし200議席突破を呼号し，すくなくとも20議席増をみこんでいた党
幹部としては，わずか 6議席 3%たらずの増加はショックであった。選挙政党とし
て敏感な党の中央や上層陣には，敗北感がつよくながれた。／……「3分の 1のカ
べ」ということばが，あらためて大きくひびきだし，革新勢力のあいだに組織論の
展開をみちびく契機をあたえた」。（小山・清水『日本社会党史』， 178-179頁）
40) 『社会党15年史』（下）， 30-34頁に収録。（引用部の下線強調は引用者による）
- llO - (646) 
政党組織をめぐる理念と現実 (1)
ではじまる答申案は，それぞれの諮問事項に次のような回答を出した。
「1' 審議会の審議重点は何に置くぺきか。／（イ）党組織が弱体であり党員が増
えない理由を明らかにし，その対策を審議すべきである。／（口）党組織の形態，運
営，性格，例えば活動家制度，議員団，支持団体，指導体制，機関の任務権限など
について明確な考え方を打ち出すべきである。」
「2' 日本社会党の組織は如何にあるべきか。
(1) 党組織の現状はいわゆる逆ピラミッド構造といわれる状態にあって，その下部
組織は極めて弱く小さい。／国会議員数と地方議員数との大きな差，党の得る得票
ママ ママ
数と党員数との顕しい距りなどは，その証拠の一つである。／わが党組織の持つべ
ママ ママ
き第 1の性格は， もつともつと大衆的なひろがりを持ち，かれらのエネルギーを汲
みあげ得るものでなければならない。……」
「いまや，戦前の無産党時代とは異なつて，社会主義政党が，ごく少数の特殊な
「職業的革命家」集団のみによつて構成され，あるいは，そのような気風が党をお
おつているようであってはならない。／党費を確実に納入し，最少限度，党に投票
をする程度の一般社会人は誰でも自由に党貝になれるような党組織の大衆性が必要
なのである。／党組織が大衆性をもつためには，まずなによりも一般党員に過重な
ママ ママ
党活動が荷されず， しかも，党内に明るい民主的な気風が充滋していてだれも気易
く入党し得るような雰囲気がつくられていることが必要である。……」
「党組織の大衆化にとつては職場における組織化が大切であるとともに党の周囲
に，各種各様の大衆団体を組織し，友好，密接な関係を保持しておくことも重要
である。／党は労組の他に農民，中小企業，青年，婦人その他あらゆる職能分野毎
に，あるいは大衆の生活や趣味の要求毎にさえも多様な大衆団体を組織し，連携を
持続してゆくことが必要で， しかもこれらの団体との組織的関係は党が機械的支配
を行なつたり，選挙に直接利用するというものでなく柔軟な協力関係を結んでいる
ことが大切なのである。／このように党組織の大衆化のためには党内の気風を切り
換えるとともに，党は各種の大衆団体と密接な関係を保ち，とくに地域においては
議員個人の支持者集団である後援会，労組の中でも支持団体の構成員に対する入党
工作はとくに重要であり，これらがすべて党の構成員となり得るところまで党の組
織力が拡がつてゆかなければならない。……」
「……将来の党と大衆団体との安定した結合関係確立までの過度的形態として支
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持団体は育成されるべきものである。このためには支持団体内部に職場班や党員協
議会等の党組織が強固に築かれてこれを支えるとともに外側からと内側からとから
支持団体員の大量入党運動が組織的に行なわれて行かなければならない。」
ママ
「(2) 党組織の大衆化が進行することは必ずしも無規律，放慢な党運営を発生さ
せるものではないが，党貝素質の低下や党の非社会主義化ともいうべき現象を生む
ことが想定される。これに対処して党活動の実質的な中核体となる活動家集団の養
成と配置は党組織の建設にとつて最も重大な課題である。／そればかりでなく活動
家集団の養成と配置は現在の党運営がすべて各級議員によって独占的に運営されて
いる状態を克服し，党務と政務は分離され，党務は議員以外の者によつて常時執行
されてゆく体制がつくられるためにも必要であり，党はこれの解決によって日常の
機動性は強まり，むしろ議員は議会活動に専心することによつて議会闘争も活発化
し得るのである。」
「活動家集団は党務専従活動家と一般活動家というべきものとに分けられるが，
……党の組織は訓練された活動家集団の配置を完了することによつてはじめて機能
的に活動するものである。／これほど重大な任務を果たす活動家制度は現在の党に
あっては全く確立されていない。党の中枢機能を担うかれらの訓練，配置，人事管
理，経済的，政治的活動地位の保障も殆んど行なわれない状態にある。／この党活
動上の権限任務が確立されない限りは地味な党の組織活動を担当する者はなくなり，
党はたんなる議員と議員候補者の集団に堕すことは明らかである。／党は党務の中
核的な担い手としての専従，非専従の活動家を計画的に訓練し菱成するとともにか
れらが議員にならなくても希望をもつて党務に専念し得るような経済的な保障，将
来の政治活動上の対策を講ずべきである。」
「(3) 党の直面している矛盾の一つに議員と組織と選挙の相互関係がある。堂竺
組織が弱いために選挙戦が党の選挙闘争というよりも候補者個人，あるいはこれを
支持する組合の選挙という状態になつていて， とくに現行選挙制度のもとでは選挙
の度毎に党組織は強まるよりも混乱を生ずる場合が多い。党は組織の強化をはかつ
て選挙を党の選挙として闘える体制を整えるために努力すべきであり……。／選肇
を個人で闘う面の多いことは必然的に当選してからの議員に対する党の統制力を弱
くし，議員活動が組織性を欠き，議員の日常活動と党の活動とが遊離する傾向を生
んでいる。……／党はまず選挙を党組織の選挙として闘えるようにするとともに，
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でてきた議員に対しても党の統制下に充分な議会活動ができるような保障［を］す
る必要がある。このためには議員を排撃するという考えではなくて，できるだけ襲
関の日常党務は議員でない専従者に渡し，議員は政策活動を主体とする活動に努力
を集中する体制をとるべきである。なお，議員の統制に関連して現議員無条件優先
公認主義の検討と党組織における公認権の所在の明確化については研究すべき必要
がある」。
以上，明らかなように， 一方において「できるだけ大量の党員を組織する」必要性が
強調され[2 -(l)], 同時に，「議員偏重ではなく活動家を重視する（活動家中心の党）」
ことの必要性が強調されている[2 -(2)]。典型的な「大衆組織政党」理念にもとづく
答申内容であった。[2 -(3)] において「個人あるいは労組の選挙戦から党の選挙戦へ
の転換の必要性」が強調されているのも「大衆組織政党」理念ゆえである。
答申案は続いて， (4)で「青年と婦人の組織化の重要性」を， (5)で「党の各級機関の構
成と運営についての改善策」を提起している。「大衆組織政党」理念との係わりで示唆
的と思われる部分を簡単に引いておこう。
「(4) ……党は青年，婦人層の中に影響を拡大し，その圧倒的支持を持続するこ
とが必要なことは勿論，その中から次々と積極分子を発見し，その訓練を行なつて
将来の党を担う党員の養成を行なう義務がある。このために青年部の指導部年令は
別として一般の青年部員の年令は原則として25オ以下に切り下げる措置をとるべき
である。／未組織の青年，とくに農村青年と都市の学生層に対する働きかけ等は重
点的に行なわれなければならない。このためには急速に党の外かく青年団体を結成
して， 20オ前後の青年婦人に工作を行なう必要がある。／婦人の組織についても外
かく団体の結成を急ぐ必要があり，これによつて広般な婦人層に婦人の生活や趣味
の要求に応じて多様な組織をつくることに婦人部は重点をおいて工作をなすべきで
あり，この場合25オ以下の未婚者は原則的に外かく青年団体に組織されるものとし，
ママ
婦人部は主として主婦を対照とするぺきである。……」
「(5) 党の各級機関の構成とその運営については相当な改善の余地がある。とく
に全体として本部，府県連．支部を通じて民主集中制の組織原則にたつて相互に規
律のある機関運営がなされることが必要である。」
ここで「民主集中制の組織原則」が持ち出されている。「民主集中制」。確かに用語と
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してはマルクス・レーニン主義党組織論の中核概念であり，「革命の前衛政党」のアイ
デンテイティといえる原則だが，当時の（その後も）社会党の場合，このイメージとは
程遠い。先の引用に続けて答申案は言う。
「例えばこのためには，（イ）大会の開催は下級機関の大会から先に開かれて逐次
上級の大会におよぶ方式をとることが原則とされるべきである。……」と。
明らかなように，ここで問題にされているのは，「革命の前衛」などではなく，「ごく
一般的な組織運営のあり方」さえ無視されている現状なのである。また（口）として「中間
ママ
決議機関として」の中央委員会の活性化のために「人員の縮少」が提案され，（ハ）として
中央執行委員会の運営に関して「党専従職による党務」の必要性が強調される。
「（ハ）現在の中央執行委員会は，名称は執行委員会となつているが，実際の機能
は協議機関， もしくは決議機関の様相を呈している。……従つて，党務の執行は委
員長，書記長，局部長等の役員およびこれを支える強力な書記局によつて行なわれ
るようにし，このための役職員には優秀な専従者が全国の組織から選任され得るよ
うな，いわば党務官僚制度ともいうべきものを確立すべきである。これには書記制
度を新しく定めて権威あるものとし，現在の書記やそれ以外の者にも訓練し，再配
置する必要がある。……」
[ 2 -(3)] で提起されている「政務（議会活動）・党務分離論」が具体的に述べられ
ているわけだ。この問題は，この後，党内での議論の対象となる。
提案は以上だったが，答申案は最後に(6)として「このほかに提起された特徴的な意
見」を13項目列挙して終えている。その最初に挙げられているのが次の意見であった。
「1 オーストリア社会党の信託者制度のような明確な活動家制度（権利・義務を明
確にする）を確立すべきではないか。」
「信託者制度」とは，委員会でのその提案者41)江田三郎の説明を借りれば，「党費を
41) 「二重党員制度」を含め，諮問委員会の第 1次答申案の原型を最初に提起したの
は，先にも述べたように加藤宣幸組織部副部長である（『月刊社会党』 57年8月号）。
その加藤は『月刊社会党』 1959年9月号に寄稿した論稿「党再建運動と機構改革」
中で次のような議論を展開し，「二重党員制度」への批判（ここでは右派からの批
判が念頭に置かれているのだが）に反論している。「この制度［オルグ制度］が，
幹部独裁を生む危険なものであるかどうか，世界各国の政党運営の実際とくらべて
みれば，逆に党がオルグ制度を全面的に採用することが，いかにおそかったかを／
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納め，機関紙を購読し，選挙に党の候補を支持する最低の義務を負う 一般党員と， 一般
党員から信託され，広く党活動を担当し，党大会代議員として選ばれる資格をもつ活動
家党員の 2つに分けて組織する」42)という制度である。「二重党員制度」とも呼ばれた
この制度は，答申案の「意見」の項目にあらためて挙げられているが，そもそも答申案
の提案全体が「党活動を支える中軸的活動家プラスできるだけ多数の党員」という構造
を指向しており，明らかに「二重党員制度」「信託者制度」を下敷きにしたものであっ
た。この点は，機構改革問題が議論された1958-59年から 3年後に刊行された『15年
史』自身が明言している。「……いずれにせよ，機構改革諮問委員会のこの答申は，技
術的な党組織論から，党の直面する 2つの課題，即ち， (1)党の活動と組織の質を高め
ること。(2)党員を量的に拡大して党組織の基礎を党費に依存出来るようにすること，
を解決しようとしたものであつた。」と43)0 
機構改革審譲会の活動
答申を受けた機構改革審議会は早速活動を開始，まず6月5日と 6日の両日，諮問委
員会の委員および同党地方代表の約20人が出席して最初の会合がもたれた。席上なされ
た討議の要点を当時の 『朝日新聞』は次のように伝えている。
「「党の性格を大衆的にするため党員の資格要件をゆるめよ」という答申に対し
て地方代表の中から，党員の規律と統制を保つためにはいま以上に党員を厳選する
方法を強めよとの意見が強く出た。諮問委員は欧州の社会主義政党の組織方法を考
＼知ることができる。「議会主義」のモデルである英国保守党には，選挙幹事（エー
ジェント）制度があって大きな権限を与えられ，中央組織部の指導のもとに全国に
配置されている。労働党の場合も大体同じくエージェント制度が確立されている。
……オーストリア社会党の「信託者」制度は有名である。……これが現代的な政党
組織の常識であり，これを徹底的に訓練し配置運用すること，彼らの活動を保証す
ることが，政党組織運用にとって不可欠となっているのである」と（同誌， 61頁）。
これとの関連で言えば，自民党が1961年から導入した「地方駐在組織員制度」（党
本部から都道府県連に派遣されるオルグ）はイギリス保守党のエージェント制度を
モデルとしたものだった（升味『現代政治』上， 385頁）。なお，イギリス保守党の
エージェント制度については，小西秀樹「モデルとしてのイギリス保守党」（森本
編著 『システムと変動の政治学』所収）参照。
42) 江田三郎 「新しい政治をめざして』，7頁。岡田一郎『日本社会党』，57頁も参照
のこと。
43) 「社会党15年史』（下）， 34頁。
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えているのに対し，地方代表は実際活動の経験からこれを批判し，結論は持越し
た」。
「党務と政務を分ける考え方について……。中央執行委員会など，執行機関が議
員に独占されている現状を改め，機関の中に地方代表を半数近く加える点で，大体
の意見は一致した」。
これら審議会での討議の結果をまとめたものが 6月22日の全国書記長会議で報告され
た後44)' 7月8-10日の審議会において「改革案の基本構想となる原則的な諸点につい
て」合意が形成された。このうち，その後の党内政治過程で大きな論点となる改革点は
次の通りであった。「党の機関について 1. 大会代議員（約600人）の構成は思い切っ
て改革しなければならない。国会議員はこれまで無条件に代議員になれたが，これをそ
の何分のーかに限り，その他の地方議員，府県連，婦人，支持団体，活動家各代表議員
のなかで活動家代議員が最大の発言権を持つように構成比率を改める。…… 1. 中央執
行委員会の委員は中央委員会が選任することとし……20人ないし30人（現在は43人）ビ
縮小する。…… 1. 中執委の下に議会局と書記局を置き，議会局は……国会活動を中心
とする政務を担当し，書記局は……党務を分担する」45)。（下線部強調は引用者）
審議会は続いて 8月5日から 7日にかけて会合を持ち，猪木正道京大教授，向坂逸郎
九大教授のほか，各県連，全電通党員協議会代表などから機構改革についての意見を聴
取した後，前回審議会でなされた合意の線で 9月の中央委員会に向けて答申案を作成す
ることを取り決めた46¥
審議会が合意した改革構想の基本線は，「大衆組織政党」理念のうちの「活動家中心
の党づくり」という要素を強調したものだった。島上善五郎機構改革審議会委員長は
『朝日新聞』によるインタヴューに答えて次のように述べている。
44) 『朝日新聞』 1958年6月22日夕刊。
45) 『朝日新聞』 1958年7月11日。
46) 『朝日新聞』 1958年8月8日。党組織部長だった松井政吉は，審議会はこの答申
案を受けて審議を進める中で多くの人々の意見を聞いた， と述べ，「私［松井］の
記憶にあるものだけでも，当時の総評議長の太田氏，岩井事務局長，滝田全繊同盟
会長，向坂社会主義協会会長等の意見も聞きまた議論をした。これらの人々には
党員拡大と党の財政問題を主として話し合った」という （松井政吉「戦後日本社会
党私記』， 97頁）。当然ではあるが，左右両派に係わりの深い重要人物から意見を聴
取しているわけだ。
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「［改革の方向を問われて］ 一言で改革案の構想を説明するなら，活動家本位の
体制を確立することだ。まだ論議のつくされていない問題は多いが大体意見の一致
した点をいうなら，まず党内に活動家制度をつくり，議貝や議員志願者でなくても，
実力さえあれば上級機関の役員になれる道を開く。大会では活動家の発言権が強ま
るように，国会議員の数を制限する。頭数ばかり多くて有名無実になった中央委員
会は150人以下（現行約500人）にして決議機関としての権威を高め，中央執行委員
会も少数精鋭主義で充実する。肩書きだけで何もしないような中央執行委員は何人
いたって意味がない。それから議会関係の政務と党本来の党務の区別をはっきりさ
せて，書記局の地位を高めようというのも有力な案だ」47)。（下線部強調は引用者）
島上委員長がインタヴューの最後の方で「私は社会主義政党はあくまで階級政党でな
くてはならないと思っている。……これは……党内での労働者党貝の指導権を確立する
ことだ。そうすれば党自体が強くなるし，労組に対しても政党としての主体性をもって
指導することができる」と述べたのに対して，インタヴュアーが「島上委員長は労組出
身の左派の党員だからそれでいいかもしれないが，右派はそういうことでは承知しまい。
改革に対する現職議員と下部党員の思惑も食い違っているし，大会が近づけば人事問題
がからんで改革案は激しい派閥争いの種になるだろう。機構改革は本当にできるのか」
と問いかけたが，果たして．各派の有力指導者の間から審議会の機構改革構想に対して
批判的な発言が相次いで公にされた。
執行部の主軸であり機構改革審議会の執行部側委員でもある浅沼書記長自身が党機関
誌『月刊社会党』 (1958年9月号「続・組織問題特集」）に「機構改革に関する私見」と
題する論考を寄せ， 8月19日にその内容を「個人の私見」として記者会見でも公表した。
『朝日新聞』がまとめたその要点は，「一般党員，幹部党員といった二重党員組織には
反対」，また「党組織を議会局，組織局に二分し政務，党務を分離する考え方に反対」
であり，「党大会の構成は，都道府県連合会選出代議員，支持団体選出代議員，国会議
員全員とする」というものである48)。要するに審議会改革案の基本的部分に反対なの
47) 『朝日新聞』 1958年8月19日。島上委員長（東京 6区選出の衆院議員）は，初代
総評事務局長もつとめた「党内では鈴木主流派の中堅」（同紙）と紹介されている。
48) 『朝日新聞』 1958年8月20日。「月刊社会党』の論文では，自身の改革案として，
「国会議員は全員党大会代議員となる」という項目以外は， このような直戟な表現
を用いているわけではない。「四.1 党員の量的拡大をはかると共に，活動分子を
作る。 (A)党の網領，政策，規約に賛成するものを，労働階級，農民，漁民，中／
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である。
同様に，鈴木委員長もまた，「遊説先の福岡県で独自の所見を明らかにし」，党務と政
務の分離は実際上不可能と発言していた。また西尾末広も同じ「月刊社会党』 1958年9
月号への寄稿「党の主体性確立は執行部から」において，委員長を中心とする党執行部
の権限と責任の強化が先決という趣旨の議論を展開していた49)。西尾は言う。
「社会党の主体性について何か書けということである。……／社会党が主体性を
持たなくてはならないということは，要するに常に自主的に行動しなければならな
いということだと思う 。言い換えれば，独自の判断と責任を以て行動することであ
る。……」「労働組合が社会党に対してある程度の圧力を持ち，いわゆる圧力団体
となっているのは，私に言わせれば当然のことで少しも非難さるぺきことではない。
……／問題は，圧力の有無ではなく，圧力によ って社会党が主体性を失っているか
どうかとしヽうことである。……」。
「……現在社会党において最も主体性が要望されるのは，委員長を中心とする執
行部の強化である，というのが私の持論である。／社会党の主体性を確立するため
には，党の組織を整備拡大しなければならぬとか，選挙のさいなどの労組依存から
脱却しなければならぬとか，党の財政を確立しなければならぬとか，いろいろな議
論があり，それぞれに尤もな理由があるが，それらもさることながら，私はいま最
ママ
も重要なことは，党の最高責任者に政策，人事の両面にわたってもっと大巾な責任
＼小企業者，自由業者中より選ぶ。(B)党員は綱領，政策を信奉し，これが実現のた
めに斗う (C)党員はこれを漸次訓練し，進歩的，行動的分子たらしめる。……」
とあり，また「四.6 党本部は……党務を執行する。……党務は……執行権，統
制権，決議権に三分されるものとする。7 党の機構 (D)中央執行委員会一党務執
行の機関，その員数は現在より減ずる。その選挙の方法は慎重に考慮する。中央執
行委員の党務分担は党本部機構改革案として更に検討する。この点は現党務執行者
の意見を聞く必要がある。……」などとある（同誌7-9頁）。このように持って
回っているが，浅沼が言いたいことは『朝日新聞』記事がまとめたとおりなのであ
る。
49) 『朝日新聞』1958年8月26日。なお西尾論文の表題は『月刊社会党』同号の目次
では『朝日新聞」記事にあるとおりだが，論文本体では「主体性の確立は執行部か
ら」となっている。何ら差し支えはないが，柱となる論稿にもかかわらず，このよ
うなミスが残るところに編集体制の不備が垣間見られる。下部構造的技術面に弱い，
いかにも社会党である。
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と権限を委ねることだと思う 。特に必要なのは，委員長即ち党首の人事権を拡大す
ることである」。
「社会党の場合，……イデオロギーや考え方の違ったものでも社会主義者である
限り抱擁することになっている。だから党の中に，いろいろな考え方を持つグルー
ママ
プができるのは寧ろ当然である。それを若し派閥というのであれば，私は卒直に派
閥の存在を肯定する。問題は，そのような派閥の存在ではなくて，派閥間の抗争に
よって党の主体性が失われるということである。無意味な派閥抗争を防止して，党
の統一を確保するためにも，党首脳とくに委員長の責任ある指導体制を確立するこ
とが必要である」。
「委員長を中心とする執行部の強化については，局，部長の選任方法を，現在の
如く，中執委の決議によるのを改めて，委員長の指名とすると共に顧問団をもっと
活用することを考えてみるべきである」。
「党の主体性確立についてもう 一つ重要な問題は，党の基本方針を確立すること
である。……現在の綱領は，左右両派社会党が統一したときに定められたもので正
直なところ，統一のために止むを得ず妥協した産物である。だから綱領には，前後
の矛盾や解釈を異にするあいまいな点が少なくない。……次善の方法として，綱領
の解釈を現実に即した党運営の面で新しく確立して行くことが必要である。……党
ママ ママ
執行部が党内派閥争いを理由として左顧右ぺんしたり，党外支持団体の圧力を口実
に躊躇送巡したりしていては，党は遂に救いがたき危機に陥るであろう」50¥
このように前途に波乱が予想される中， 9月6日7日の両日，審議会が開催され，機
構改革案の骨子がまとめられた。先に見たような批判にもかかわらず，それまでの合意
に沿った内容だったが，いくつかの重大な修正・留保が見られた51¥
そのひとつが「二重党員制度」が外されたことである。「国会議員重視」の浅沼書記
長も上に見たように，この制度を批判していたのだが52),最左派の社会主義協会代表
向坂逸郎が「少数精鋭＝活動家中心」の立場から強く反対していた制度だった。向坂は，
50) 西尾末広「主体性の確立は執行部から」『月刊社会党』 1958年9月号， 11-15頁。
51) 『朝日新聞』 1958年9月8日。
52) 岡田一郎『日本社会党』は当時党組織部副部長だった加藤宜幸へのインタヴュー
にもとづき，「戦前の無産運動以来の組織論にたつ浅沼稲次郎書記長は党員のあい
だに格差をつけること［を］好まなかった」としている (57頁）。浅沼はレーニン
主義党組織論ではもちろんなかったが。
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組織改革問題以前に，綱領（社会主義の理論，戦略）のイデオロギー的純化（右社との
妥協による党統一の批判。この統一を主導した鈴木派批判を含意）の方が先決だとして
いたが，組織問題に無関心だったわけではない53)。向坂の組織論は，少数精鋭のレー
ニン主義的前衛党論（量より質）に傾斜したものであり，機構改革審議会が提示した
「組織改革案」は，向坂には，「階級的」「革命的」ではなく ，質より量を重視する「国
民政党」的偏向だと思われたのである。機構改革審議会諮問委員会第 1次答申案を貰＜
「近代大衆組織政党」理念と向坂の「革命的前衛政党」（レーニン主義）理念の隔たり
は大きかった。二重党員制度など「もってのほか」となる。
浅沼，西尾の論稿と並んで「月刊社会党』 1958年9月号に掲載された向坂逸郎「何か
ら始めるか一~ は言う。
「私共が社会党について労働者や農民や知識人や学生たちと話をして，いちばん
耳の痛いことは，どうも社会党は魅力がありません，という返事をきくことであ
る」。
「それにはいろいろの原因があるが，その最大なるものをあげるとこうだと思う 。
現在の網領があいまいで日本社会党のあるべき性格を浮彫りにしていないというこ
とである。その中に革命的な政党であろうとする一面と改良主義の政党にしようと
いう考えとが混在している」。
「社会党は機械ではない。どんなに立派な機構の設計をつくり上げてもたまし
い，社会主義実現のたましいのない機構は，社会党にとつては絵に描いたもちでし
かない。／……［機構改革諮問委員会］答申案の特に重大な欠陥と思われるのは，
53) すでに『文藝春秋』 1956年2月号掲載の論文（「社會黛よ我が道を往け」）で向坂
は「私の考えでは，社会党の政策より何より社会党の構造の方が問題なのである。
……党員という建物の土台は僅か 3万位のもので，梁や柱にも当たる党の中堅分子
は極めて少なく，その頭の上には，代議士の数だけが無暗に多い。代議士の数の多
いことが悪いわけはない。悪いのは，梁や柱が細く，少なく，土台が弱いことであ
る」と述ぺていた (90頁。なお，小山・清水， 175頁も参照）。58年の論争で，向坂
が“組織よりも綱領（基本路線）が重要”と論じる姿と麒甑を感じさせるが， 56年
の論文は『文藝春秋』の前月号の記事「社會黛政権への 7つの疑問」で“社会党の
政策が現実的でない"と批判的に論じられていることへの反論として書かれたもの
である。要するに“政権を取るために「現実的に」なる必要はない", として「他
のどんなことより ，この党と組合の強い組織，その強固な結合ということが，社会
党にとつては現実的な仕事であると思う」 (96頁）という議論の文脈にあるわけだ。
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二重党員組織である。これまで，わが国の社会主義政党では党則の上で党活動の義
務を免れて，なお党に影響力をもちうる党員を認めた例は絶無ではあるまいか。／
「党費を確実に納入し，最小限度に投票する程度の一般社会人は誰でも自由に党員
になれる…………」（答申案）という 。この党員は，社会主義実現のための意識を
もち，その実践活動（投票だけする）をする必要はない。このような党員は， 一体
党をよくするだろうか，悪くするだろうか。いうまでもなく党を悪くする。このよ
うな党員は，競馬にかけているようなものである。党費を納めておけば何かいいこ
とが返ってくる。党はまるで保険会社みたいなもので，保険料金をかけておけば，
そのうちいい生活となって支払われる」。
「何の必要があってこのような党員をかくとしなければならないのであろうか。
ママ
ただ一つお金がほしいからである，というならば，われわれの党は，自民党と何ん
の選ぶ所があるのであろうか。社会主義政党にもお金は必要である。オルグその他
の党活動を盛大にするためには費用が必要であるこというまでもない。しかし，社
会主義的精神のないお金は，党堕落の原因となる。社会党にと ってはお金よりも精
神が大事である。これが社会主義者の唯物論的モラルである。それは「鉄の規律」
よりもっと強いわれわれのモラルとならなければならない。党活動のモラルや党活
ママ
動の規律と，お金とをひきかえにしてはならない。どんな困雄な時にも社会主義の
たましいを売ってはならない」。
「党費を納入するだけの党員という思想は，「国民政党論」とのみ結びつく機構
をなしている。…… われわれがいま示されている答申案には，二つのたましいが
混在している。一つは革命的精神……，他は社会党から革命の牙をぬいて，改良主
義の「国民政党」にしようという精神である。二つの相反するたましいから統一さ
れた機構が生れるわけはない。正しい機構改革は， 一つの社会主義的革命の政党と
いうたましいからでないと生れない。社会主義革命の精神をおきざりにした機構改
革は，党を強化し健全にしないで，弱体化し，堕落させる」54¥
54) 向坂逸郎「何から始めるか一機構改革の諸問題ー」「月刊社会党』 1958年9月号，
16, 21-23頁。同じ論文中で，向坂は，「二重党員制度」のモデルとして引証されて
いたオーストリア社会党について，「革命的精神」を忘却し「改良主義」に陥りつ
つある「学んではいけない」党だと酷評している。「党活動免除党員という考え方
は，……それがもし，人々のいうようにオーストリア社会党の模倣であるならば，
この党は，「国民政党」であることを宣言して，オーストリア社会民主党の革命的
伝統を「死んだ犬」のようにすて去ろうとしている。これを自ら告白している／
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同趣旨の議論は，「正しい綱領，正しい機構」と題して，社会主義協会機関紙『社会
主義』 88号 (1958年12月）に発表された論文でも繰り返される。（下線部強調は引用者）
「党の組織と機構は，社会党の日常活動力と指導力の発揮を全く不可能にしてい
るであろうか。そんなことはない。……党活動を活発にすることもその指導力を
発揮させることもいまの党の組織と機構で出来る。党内の活動分子の不満は，何
故われわれに充分の力を発揮させないか，ということであって，彼等は，今日の組
織そのままの社会党の中でも，もっとやる余地があると考えていた。……彼らが深
刻に反省した所は，現在の機構の中で発揮できる力すら，社会党は発揮していない
ということであった。彼等がいたる所で感じた党の欠陥は，組織より機構より，こ
れらのものの底になければならぬはずの「たましい」であった。……／社会主義政
党の「たましい」とは社会主義革命の精神のことである。……」
「しかし，機構改革審議会は，機構がどんな精神で改革さるべきかについて充分
の考慮を払わなかった。そのために，党内の複雑な事情が機械的に折衷される所で
ママ
了る危険があった。ことに致命的な困難は，今日の社会党の中に 2つの傾向が混入
していることから生ずるものであった。機構改革ははじめから純ーな精神を欠いて
いた。……この党の基本的な精神と無関係に，機構改革案をつくり上げることに努
力が集中された。それは今日の社会党の活動を停滞させている根本的病原に手をく
ださないで，こそくな治療をしているようなものであった。……／今日では，左派
社会党のように社会主義革命を明確な目的とした政党をつくることが正しい。……
［それは］今日では可能になっている」。
「…… 幸いにして一応機構改革案からは取りのぞかれたようであるが，二重党
員組織として，社会主義者として行動しないことを許される「党費納入党員」の制
度は，凡そ社会主義革命の政党の党員をつくるやり方ではない。……社会党を社会
主義革命の政党としてではない，国民政党として考えると，このような党組織を思
い浮かべるようになる。 二重党員組織が余り疑いをもたれずに，機構改革案として
現われた所に，統一後のわが社会党の在り様に不安な点があるのである」。
「このように考えてくると，社会党の組織と機構とは，その党の性格と切り離し
＼（オーストリア社会党の網領草案）ことに注意しなければならぬ。／われわれは，
どんな政党からでも，学んで悪いということはない。しかし，ただ革命的精神の忘
却だけは，どんな政党からも学んではいけない」。（同前， 22-23頁）
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て考えることはできない。党の性格を規定し，確立するものは，いうまでもなく，
党の網領である。統一社会党の綱領ほど安易さと無原則の妥協によって成立したも
のを，私は知らない」5¥
55) 向坂逸郎「正しい綱領，正しい機構」「社会主義』（社会主義協会機関紙） 1958年
12月号， 46-49,52頁。以上が向坂としての組織問題への取り組み方であるが， 一
貰して底流にあるのは，組織問題がもつ「技術的側面（物的側面，下部構造）」へ
の関心の希薄さである。（先に本文で紹介した機構改革についての西尾論文や遡っ
て右社綱領での組織問題の扱い方に見られるように，右派指導者もこの点で向坂と
共通していると言えるが）。実際，向坂は党の日常活動の強化を人一倍強調するの
だが，そのとき彼の念頭にあるのは専ら「宣伝・学習活動」であった。やはり「帝
大教授」である。彼は言う。「今日わが党に最も不足しているのは，日常活動であ
ママ
る。不断の教育宣伝，学習活動をも含めた広い意味の日常の斗いである。日常の教
育宣伝活動をやるためには，現在党員である者の理論的な武装がある程度に達して
いなければならない。一般勤労大衆に説得力のある教育宣伝をすることができない
からである。わが党の現状を見ると，この現党員の教育が急務であることを思わせ
る」（「何から始めるか」前出， 18頁）。また別の論稿でも言う。「……わが国では，
社会党は，労働者階級の精神的昂揚の先頭に立って，これを組織的な力に育てる指
導力に不足している。総評を指導しえず，総評に「けつをひっぱたかれる」実情は，
このことを意味する。日本における今日の労働者階級の意識の高まりに，社会党が
おくれていることを意味する。／ここにもわが党の革命理論の徹底的学習の必要
が痛感されている。……」「学習活動の成否はつづけるかどうかにかかっている。
その際つねに忘れることのできないことは，われわれの政党が社会主義革命の政党
であり，階級政党であるということである。そしてそのことの理解のために，われ
われの座右にあって，不断の指針となるものは，マルクシズムの古典的な著作であ
り，マルクシズムの理論と実践の発展の歴史である。／このような学習活動は，た
だ学習活動にとどまらない。それから必ずわが党強化のための活動力と具体的な方
策とが生れる。現在の党網領のあいまいな機械的妥協，その改良主義的性格等に対
する批判も，われわれの日常の実践と結びついて行われる学習活動によってはじめ
て党員の腹におさまり，からだについたものとなる」。「理論闘争の強く行われない
党は，沈滞し，死滅する。党強化のための集まりを党のすべての場所で起こさなけ
ればならぬ。そのために，党員のある所いかなる場所でも，学習活動をあらゆる方
法で振興しなければならない。これが，党強化の一切の方策の土台である」（下線
部強調は引用者）（向坂逸郎「党風確立の基本的諸問題」「社会主義』1958年1月号，
94-95頁）。
機構改革審議会での議論の展開を見据えつつ，社会主義協会の機関誌『社会主
義』が開催した討論会「社会党の機構改革をめぐって」においても，江田三郎と向
坂逸郎の間で同様の議論の応酬がなされている（下線部強調は引用者）。 ／ 
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¥ 「江田 更にもう 一つは，党の財政というものをいったいどうするか。われわれ
はいろいろ理屈はいってるけれども，肝心の党財政になると戦前の無産運動以来の
悪いくせで，財政問題は大会の最後に出て「異議なし」で通って，何も執行できん
ということになる。やはり党を経営することになると，議員政党だ何だという批判
をする以上は，もっと党財政を大衆的基礎の上におかなければならないではないか。
それには一つ党員の拡大ということが基本的な問題として出てくるわけです。とこ
ろで，そういう党員が，なるほど党費だけは納めるかも知らんが，全部を活動家だ
ママ
という期待は， してみたところでムリなのだし， 一般の党員はとにかく最少限度党
費を納めるという 一つのノルマだけを担当して一ー更に活動もしてもらえればなお
いいが 最小限度それだけのことで，党員という資格はあるのじゃなかろうか。
最小限度党費を納めて選挙のときに社会党へ投票するというだけでも―そこまで
党員の資格をおろしてもいいのではないか。ただし，そういう人々ばかりになって
しまうと，党は水ましになり，わけのわからんものになってしまうので， 一般党員
の中から活動家を選任してもらう。その活動家が 5人なり 10人なりの党員を常時
握っていく……。……だから， 2種類の党員がいるということでなしに，党員の中
から活動家が選ばれる。オーストリーの社会党でいえば，信託者制度というのです
か，そういうようないき方をしていったらどうか， というのがだいたいの考え方で
す」。
「向坂 …… 党費を納めるだけでなく，社会党の発展のためにできるだけの活
動をするという決意を持ってはいってこない人が党の中へはいって，党の運動に邪
魔にならんだろうか。ぼくはむしろそっちを非常に心配するんだ。党費を納めれば
党員で， しかも活動家を選ぶことができる。その人に社会主義意識があるかどうか
わからん。そういう人たちがその活動家を票数の上でとにかく左右することになる
と，いまですらだらけている社会党がますますだらけた社会主義政党になる危険が
ないだろうか。オーストリーはどうなっているか知らんけれども，われわれは少な
くともオーストリーの社会党みたいな，左の革命的な伝統をうしなった社会党にな
りたいとは思わない。オーストリー社会党のマネをする必要がどこにあるだろうか。
その点，ぼくは非常に疑義があるな，二重に党員を置くということに一ー。……」
「向坂 もう 一つ心配するのは，活動家集団と党員の資格を低下させろという二
重党員みたいな組織論の主張者は，ほとんど全部といっていいほど，階級政党論者
でなくて国民政党論者だと思う。その考え方とこの組織論は結びついていると思う。
そこに重大な疑義があると思うな。国民政党とか階級政党とかいうことを議論する
ことはたいした役に立たない，ということに党ではなったのかどうか知らんけれど
も，そう簡単な問題じゃないのです。大いに論議さるべきだと思う。社会党がほん
とうに成長するものなら，大いに論議されなければならないと思う。この組織論者
はぼくの知っている限り，国民政党論者と共通です」。
「向坂 ……社会党は党員をふやすことを真剣にやっているかどうかということ
が問題なのです。オルグの人なんか，いっしょうけんめいやられたと思うのです／
- 124 - (660) 
政党組織をめぐる理念と現実 (1)
＼けれども，しかし，党の精神はそこまで行き渡ってないものだから，まだまだやる
べきことをいっぱいやってないのじゃないか， という気がするのです。学習活動や
研究会活動，社会党で何か問題があると，その問題と取り組み， 5人でも10人でも
いいから，どこかに人を集めて，そこでその人たちと討論をしながら，それを説得
してみるというような行動がやられていることは，非常に少ないのではないでしょ
うか。ことに労働組合の中で党員かくとくの活動をすることが，極めて不充介にし
かされていない。」
「江田 だから，そういうことは，基本的には先生のおっしゃる通りです。とこ
ろが，そういうオルグ活動は人がなきゃできないのです。」
「向坂 私は，いまの人でもできるというのです。」
「江田 いや，そうはできるものじゃないですよ。中央にオルグが何人おるのか
—中央はまだいいです。 中央はとにかく議員の立法調査費が 1 人頭 2 万円はい っ
てくるからやっていけます。ところが，県連では，だいたい普通の県連で党員が千
名です。千名で，県連費を30円としてみて， 3万円の収入です。全部党費がはいっ
てきて 。これではどんなにしても専従なんかおけないわけです。そこで，結局
は議員負担金というような形のものへいくか，あるいは時々おかしげなレセプショ
ンをやって稼ぎ出してくる，あるいはボス的な金をとってくる，ということになる
わけです。さらに支部では，まず 1支部がせいぜい 2,30人です。で，支部費が10
円か20円です。と， 30人として 5, 6百円の金なのです。そうすると，なんぼ中央
でいろいろなことを企画してみてもそれを末端で誰がこなしていくかということ
です。6人の中央オルグが夜の目も寝ずにかけずりまわってもできない。やはり県
連あるいは郡市の地区に活動家がおって，そういう諸君がホントに動いてこなきゃ
ならない。ところが，そういう諸君をホントに動かそうとすると，やはり財政をど
うするかということにかかってくるのです。中央から党をよくするというのは，極
端にいえば，百年河清を待つことにも近いと思うのです。ある県連にいくと，たっ
た1人の県連専従者しかいない。それも給料遅払いというような形です。そういう
状態の中でわれわれとしては非常な悩みを持つわけです」。
「向坂 それは実によくわかります。しかし……。ぼくの知っている限り，いま
の程度でもまだまだ活動の余地はあるように思うのです。……／組織された労働者，
組織された農民が，いちばんわれわれがはいりこんでいって社会主義者をつくり 上
げ得るのです。そういう点で，職場支部が，新しい構想では，どうなるのか知らん
けれどもそういうふうになると，いまの財政の問題もある程度解決ができるので
はないか。これはしかし，ある程度です。もっと広範に ことに小組合がありま
すから，そういうところまで広範にいかなければならない。それはしかし，段々有
力な党員が有力なところでふえてくることによってできてくる。そして社会党が
ちゃんとした姿になればなるほど，党員をふやすことが容易だと思うのです。だら
けた人間が多ければ多いほど党員をふやすことはむずかしいということですね。だ
から，この案は非常に現実的のようで，実際は党員をふやすという方法からいっ／
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こうして「二重党員制度」が削られることで，機構改革案が描く党組織像から「でき
るだけ多くの党員を組織する」という要素が大きく後退し，「活動家中心」という要素
がそれだけ前面に出てくる結果となったのである56¥
＼ても，どうも非現実的なように私は思うのです。」
（「〈討論〉社会党の機構改革をめぐって」『社会主義』 1958年8月号， 6-10頁）
ママ
以上に関連して，先に挙げた松井政吉の回顧録は典味深い。「［機構改革特別委員
会における関係者への意見聴取の一環として］ある日向坂氏に意見を述べてもらっ
た際に，江田三郎氏が党の財政問題について如何にして金を集めるかということに
苦心しているという話をしたら，向坂氏は大声を発して「社会主義政党が金を集め
ることを考えることそのものが堕落だ」といわれた。そこで私は「先生，時代がす
すんで多くの書記局員の給与も毎年アップしなければならないし，選挙にも金がか
かるようになったし，党員は増えないし，党の現状は困るんですよ」と言ったら，
向坂氏は「書記局員は社会主義実現のために革命をやろうというんでしょう。それ
が会社員のように給料を気にするようでどうするんだ。私達や，君らが戦前の運動
で給与のことなど考えたことがあったか」と言われた。私はこのため向坂氏の言う
ことはもっともな経験からの貴重な話しであり尊重すべきものであるが，現実の党
運営は財政問題について苦しんでいるし，そのためにも党員を増やさねばならんし，
そのためにも，党の組織，機構の改革を要求しているのであって向坂氏のいうよう
な訳にはいかないのが党の現状だと思った」，と。（松井政吉「戦後日本社会党私
記』， 97-98頁）
また，政党活動の物的側面，下部構造への向坂の関心の弱さは，彼が運動の現場
で組織活動の責任を負うことがなかったこととも関係しているであろう。「裏方政
治家」（参照，石川真澄「現代史ウォッチング」『朝日新聞』 1993年9月28日）とし
て党組織の現場を預かってきた松井たちの苦労は理解できないのかもしれない。実
際のところ，向坂は1928年に「思想問題」で九州帝大教授を辞めて文筆業に入った
のだが，岡崎次郎の回顧によれば「戦時中は同志のほとんどが政府機関や協力機関
からなにがしかの扶持をもらって暮らしていたのに，彼はだれからもなんの庇護も
受けず，いっさいの執筆活動を禁じられ，時たま他人名義の翻訳で僅かばかりの現
金収入を得ながら，文字どおり晴耕雨読，自給自足の生活で「清節」を貫きとおし
たのだった」（岡崎次郎『マルクスに梵れて六十年』， 185頁）。もっとも『資本論』
の翻訳出版をめぐる岡崎との関係では向坂も「物的側面」への強い執着を見せてい
るが（同書， 187-196頁）。
56) この点について，当時組織委員長だった江田三郎は後に次のように回顧している。
「昭和33年に組織局長に選任されて取組んだのが，党の機構改革である。当時の党
は，中央執行委員が40人であり，これでは決議機関にとどまり，党務執行の機関と
しての機能は果しえない。私が特別委員長［組織委員長のこと］として，大いにね
ばり，妥協もしながら決定したのが，ほぼ現在の党の機構である。そのとき私が／
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また，留保（浅沼書記長の意見留保あるいは反対による）があったのは，国会議員の
大会代議員選出方法といわゆる政務党務分離論である。『朝日新聞』記事によれば，「7
日まとまった機構改革の骨子は次の通り 。……▽党機関，組織＝……③国会議員団は
5人に 1人の割で代議員を選出する。しかし国会議員が所属府県連の代議員に選出され
ることはさまたげない。その他の国会議員は特別代議員とする（浅沼書記長は，代議員
の選出方法について意見留保）……⑤ 本部機構＝保留（審議会では党務，政務の分離
論が有力であったが，浅沼書記長の反対で保留となった。しかし，審議会としては党内
の国会対策委員会，政策審議会，選挙対策委員会などの意見をきくことを条件に起草小
委員会に一任した）」57)D 
9月7日のこの審議会では改革案の骨子をまとめたことに合わせて，起草小委員会委
員を指名し，「保留となった諸項目について党内の意見をき」きつつ，改革案の成文化
作業に入ることを決定した58)。成文化作業は順調に進められたようで， 9月22日には
「審議会の任務と性格」「審議の経過」「機構改革の意義」「改革の重点」の 4項目につ
いて成文化が完了した。このあと引き続き「改革の具体案」の起草に入って，改革案全
体の成案を10月9日開催予定の審議会に提出し，審議会はこれを同月中旬の中央委員会
に報告するという予定が決められた59¥
＼提案したものの 1つは，党費を納め，機関紙を購読し，選挙に党の候補を支持する
最低の義務を負う 一般党員と， 一般党員から信託され，広く党活動を担当し，党大
会代議員として選ばれる資格をもつ活動家党員の 2つに分けて組織するという新し
い方法である。これはオーストリア社会党の組織方針を参考にしたものだが，この
方法によって，私は党組織の裾野を大きく拡げたいと考えたのだ。この提案は，向
坂逸郎氏を先頭に反対が強く実現することができなかった。しかし，現在の党の実
態をみると，党員となると負担が重すぎるため，各級議員が個人後援会という形で，
党員以外の者を組織しているのである。私の提案した二重党員制度にしたほうが，
よほどすっきりしたものになったと思っている」。（江田『新しい政治をめざして』
7頁）
57) 『朝日新聞』 1958年9月8日。
58) 『朝日新聞』1958年9月8日。7日に指名された「起草小委員会」委員は，韮沢
堅次 （北海道連），高田富之（埼玉県連），江田三郎（中央執行委員・組織委員長），
松井政吉（中央執行委員・組織部長），島上善五郎（中央執行委員・機構改革審議
会委員長）の 5名である（同記事による）。
59) 『朝日新聞』 1958年9月23日。
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機構改革審議会の中断と再開
ところが，機構改革審議会はここで中断してしまう。活動の再開は 9ヶ月後の翌年
1959年 6月13日を待たねばならなかった。この日，審議会事務局の打合せ会が開催され，
改革案の取り扱いを協議した結果， 6月末から審議会を再開し， 7月中に改革の具体案
をまとめることとした。先に述べたように，審議会の起草小委員会は58年9月半ばには
4項目についての成文化を完了し，「改革の具体案」の起草作業に入っていたのが，「第
5の具体的な改革案について浅沼書記長ら執行部に異論が出たため，活動を停止してい
た」のだった60)。
『朝日新聞』はこの問題についての解説記事を載せているが，それによれば事情は以
下のようであった。
「[58年] 9月なかばごろ，ようやく具体的な改革案の試案がまとまった」。「と
ころが，この試案は公表寸前に執行部側委員の一人である浅沼書記長から「待っ
た」がかけられた」。
① 「役付のポストを少なくすれば，派閥の均衡が取れなくなるから，実際の党運
営ができない」。
② 「オルグ制度などというものは，党中に党をつくるようなもので，これを一本
化して中央で握ったりすれば独裁者が出てくる」。
③ 「国会議員は， とくに財政面で党に貢献しているのだから，無条件で大会の代
議員になるのが当たり前だ……」。
④ 「党務の中心は政務なのだから分ける必要はない」。
という理由である。
「この浅沼書記長をどう説得するか 審議会が手を焼いているうちに，警職法騒
ぎが持ち上り，とうとう試案は日の目を見ないうちにタナ上げされてしまった」61)。
こうして機構改革論は，党内政治過程の基本的争点から脱落するような気配になって
行ったのである。それを争点として再浮上させたのが， 1959年の地方選挙と参議院選挙
における敗北であった。
先の「朝日新聞』解説記事が言うように，「もし，地方選挙と参院選挙で社会党が相
当な伸びをみせたとしたら，おそらく機構改革案などはもう 2度と問題になることはな
60) 『朝日新聞』 1959年6月13日夕刊。
61) 「朝日新聞』 1959年 7月1日夕刊。
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かっただろう 。ところが，選挙の敗北は党組織の弱体ぶりをすっかり明るみに引き出し，
機構改革の重要さが新たな現実から見なおされるようになった」62)0 
こうして 6月13日の審議会事務局打合せ会は「参議院選挙結果を考えて第 1項から第
4項までを再検討し，第 5の具体案をただちに審議会の正式な議題」にするとの結論を
出したのである63)。審議会総会は 6月29日から 7月1日にかけて開催され，「審議会と
しての一応の改革案」をまとめ，成文化を起草小委員会に指示した。改革案の骨子は以
下のとおりであった64)。
① 中央執行委員会の構成については， 3役（委員長，書記長，統制委員長）以外の
中央執行委員（中執）を削減する（現行44名から10名へ）65)。中執は 6委員長・ 4
局長を兼ね，大会でポストごとに直接選挙で選出する。また中央委員は150人程度
に削減する。
② 本部部局について， 4局の部長は専従とする。「党務と政務の分離」を行ない，
党務専従者は院内の重要ポストに就かず，院内役員は党務から離れることとする。
③ 大会代議員について，国会議員の大会代議員への自動的選出権を廃止する。支持
団体の代議員以外はすべて府県連から選出する。
④ ォルグ制度について，「党貝10人にオルグ 1人を目標とし，さしあたり支部，分
会には必ず1人以上置く」。
⑤ 支持団体制度について，支持費を値上げ（現行月 1人当たり 15-20銭を 1人月 1
円に）するとともに，労組以外の団体にも拡大する。
⑥ 青年同盟について，党の外郭団体として青年同盟を組織化し，従来の青年部は廃
止する。
62) 『朝日新聞』1959年7月1日夕刊。
63) 『朝日新聞』 1959年6月13日夕刊。
64) 『朝日新聞』 1959年7月2日。
65) 6月29日の審議会では「20人以下」で合意がなされていた。最終的に削減数が最
大化されたのである。逆に中央委貝は29日には100人程度まで削減のところ150人に
緩和された。『朝日新聞』 1959年6月30日。なお，「[29日の審議会では］地方選挙，
参院選挙の自己批判として ① 自民党の組織を過少評価していたのを再評価する
② 農地改革後の農民層および低所得者階層の情勢のつかみ方の甘かったのを反省
する，の 2点をとり入れ，機構改革の審議に生かすことにした。」との記事があり，
とくに②については興味深い。実際，審議会の最終報告書にこれを反映した文面は
ある。が，その後，実際どの程度真剣に取り組まれたのだろうか。
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成文化は予定通り進行し， 7月17日の機構改革審議会第9回総会で機構改革の最終案
が決定され，今後はこの改革案にもとづく党規約改正案を在京小委員会でまとめ， 9月
党大会に機構改革案および党規約改正案を提出する予定とされた。最終案の内容は前回
7月1日の審議会で決定された基本構想に，「その後の［起草］小委員会の討議によっ
て」，いくつかの事項が追加されたものであった66)0 
このように明らかに「活動家中心の党」建設に大きく傾斜した機構改革最終案に対す
る党内の反応はどうであったのか。これについて，『朝日新聞』解説記事は言う67)0 
「……機構改革審議会が明らかにした「中央執行部の少数精鋭主義」ー一具体的
には中執委員の10人制 や「国会議員の大会出席権の制限」という構想は，その
後，右派の西尾派をはじめ， 一部の河上派議員の間で強い不満を呼び起し，運動方
針委員会でも右派系はこれらの点を「共産党のまねごと」だとか「議会主義の軽視
である」として問題にしている。……17日の審議会はこれをただの“雑音だ”とし
て無視し，当初の方針を貰いた。これは審議会の主要構成員である地方側委員の意
向が強く反映したためだが，右派系はなお大会での巻き返しをねらっており，審議
会案がこのまま大会で通るかどうかは断言できない情勢である」。
実際， 7月18日に持たれた党・運動方針小委員会で「右派系一部委員から，中執委が
審議会の改革案を修正することも出来るのではないかという意見」が出されたのに対し
て，「審議会が大会にのみ直接責任を負う建前で設置されている以上，中執委による修
正は許されず，審議会案はそのまま大会に報告されるぺきだということに落着いた。た
だし中執委が党の執行機関としての立場から審議会案を検討し，そのうえでこれに対す
る意見を出したり，必要があれば独自の改革案を出すことは差支えないという見解をと
ることになった」のである68)0 
こうして10日に中央執行委員会を開催し機構改革案について「執行部としての独自の
機構改革案を提出するか，どうかの方針を決める」ことになった。これを伝える『朝日
新聞』は，「中執委がこのような態度をとるのは，右派の西尾派と， 一部の河上派の間
66) 『朝日新聞』 1959年 7月18日。追加されたのは， 3役（委員長・書記長・統制委
員長）の選挙は有効投票の過半数以上にする，婦人の大会代議員資格を緩和する，
「社会党青年同盟」結成まで党青年部を残す，党費の収入段階制を導入する，で
あった。
67) 『朝日新聞』 1959年 7月18日。
68) 『朝日新聞』 1959年 7月19日。
- 130 - (666) 
政党組織をめぐる理念と現実 (1)
に審議会案を急進的だとする不満が強まっているため」であり，彼らがとくに問題視し
ているのが，① 中執委の現行44人から10人への削減。無任所的中執委の廃止，② 中執
委の選出方法の変更（役職ごとの直接選挙制度の導入），③ 国会議員の自動的な大会代
議員への選出権の廃止，の 3点だと解説し，左右各派の動向をまとめている69)0 
(1) 西尾派
「西尾末広氏をはじめ，西尾派は「このような改革案を強行すれば，党内の多数派
工作に成功した大派閥が役員を独占し，国会議員ひいては国会を軽視する非民主的
な専制機構が生まれるおそれがある」として絶対反対の態度を見せており，中執委
が次のような 2案のいずれかを執行部の対案として大会に提出すべきだとしてい
る」。
「▽第 1案＝委員長，書記長，統制委員長，会計の 4役だけを大会の直接選挙とし，
中央執行委員は 4役が指名する。（ある派閥の“単独内閣＂をつくるか，各派の
“連立内閣＂をつくるかは委員長に 一任し，責任体制を確立する）」
「▽第2案＝中央執行委員の指名制度ができない場合は中央執行委員の選挙を役職
と無関係に無記名の単記投票で行い，役職者は現行通り中央執行委員会で互選する。
（こうすれば少数派からも人望のある人物が中央執行委員に当選できる）」
(2) 河上派（河野密ら）
「10人の中央執行委員が全員党務に専念することになれば，国会活動がおろそか
になり，中央執行委員とは別に院内の執行部ができて統制がとれない」という点を
強調して①中央執行委員は“無任所”の委員も含めて20人程度に増員すること②選
出方法は慣例通り 3人連記制とし，役職者は中央執行委員会で互選すること，が望
ましいといっている」。
(3) 左派（鈴木派，和田派，松本派）
「左派は鈴木主流派をはじめ，和田派，松本派などの各派は総評とともに「審議会
案支持」の線で大体一致しており，中央執行委員会が対案をつくることには批判的
である。」
8月10日の中執委は実質審議に入れず11日に持ち越され，閉会後に左右各派がそれぞ
れ会合をもって態度を確認していた。このうち，原案に批判的な西尾派と河上派につい
て見ると，西尾派は世話人会を開き，「機構改革に関しては「西尾派としては改革案に
69) 『朝日新聞』 1959年8月10日。
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反対の線は貫く 。しかし最も反対しているのは河上派であり反対の意見表明を西尾派に
いわせるきらいがあるから注意したい。機構改革に関連して役職争いに深く介入するの
は避ける」などの意見が強かった」。河上派は「河上派議員を中心に組織している「十
日会」」の総会を開いて，「機構改革案は原則的には了承する。しかし党の運営上，責任
体制の明確化に支障となる点もあるので，その点については機構改革審議会に再審議を
求めて，修正に努力する」という態度を決めた。／同派が責任体制明確化の支障として
いるのは「中央執行委員の人数が10人では院内外の党運営に責任を負えないため増員す
る必要がある」「国会議員は党に責任を負うため自動的に大会代議員とすべきだ」など
の点であり， 11日の中央執行委員会でこれらの問題を強く主張することになった」70)。
翌11日に開かれた中央執行委員会では，「河上派（右派）の中村高一，中崎敏，矢尾
喜三郎氏らが審議会の10人制執行部案に強く反対し① 中央執行委員の数を20人にふや
して，無任所的な委員を置くこと ② 国会議員が自動的に大会代議員になれる現行制
度を認めること，の 2点を主張。また，西尾派（右派）の西村栄一，曽祢益，池田禎治
氏らは「中央執行委員の人数にはこだわらないが，役職別の単記投票では，弊害がある
から，無記名の単記投票として，少数派の単記投票を認めるべきだ」とのべ，右派系は
中執委が党大会に独自の対案を出すか，または機構改革審議会を再開して，大会前に審
議会案を修正することを希望した」。「これに対して，鈴木主流派をはじめ，左の各派は
「機構改革審議会が党大会に対してだけ責任を負う，大会直属の機関である以上，中央
執行委員会が対案を出して，審議会を拘束するのは行きすぎだ」と強硬に反論した。結
局，左派の主張が制して，大会には機構改革審議会の原案をそのまま提出し，中執委と
しての対案は出さないこととなった71¥
こうして，機構改革案は「［大会代議員の］過半数を握る左派の支持で［審議会提出
の］原案通り成立する見通しが強まった」72)わけである。もともと「西尾派は大会で機
構改革案の採決（過半数）に敗れても，規約改正 (3分の 2以上の多数を要する）を阻
止できれば，現行規約をタテに「役職者の直接選挙」など，重要な改革点をつぶすこと
ができるとみて」おり 73), 大会での無修正成立の公算は大きかった。
70) 『朝日新聞』1959年8月11日。
71) 『朝日新聞』1959年 8月12日。
72) 『朝日新聞』1959年8月12日。なお， 9月大会の代議員は，総計635人，内訳は，
地方代議員343人，国会議員249人，支持団体代議員42人，知事1人である（同紙）。
73) 『朝日新聞』 1959年8月10日。
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